
 

国 住 指 第 42 5 号 

令和７年３月 17 日 

  

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 

国土交通省 住宅局 建築指導課長 

（公印省略） 

 

 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 

法律等の一部を改正する法律等の施行について 

 

 

 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 69 号。令和４年６月 17 日公布。以下「改

正法」という。）が令和７年４月１日に全面施行されます。 

 これらの改正に関連する法令告示として、 

・脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和６

年政令第 172 号。） 

・脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律の施行に伴う国土交通省関係省令の整備等に関する

省令（令和６年国土交通省令第 68 号） 

・建築基準法施行規則第１条の３第１項第一号イ(2)の国土交通大臣が定める建築

基準法令の規定を定める件（令和６年国土交通省告示第 973 号。以下「特定木造

建築物告示」という。）等の告示 

についても、同日に施行されることとなります。これらの施行については、「脱炭素

社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一

部を改正する法律等の施行について」（令和７年３月 17 日付け国住指第 426 号）に

より、国土交通省住宅局長から各都道府県知事あて通知されたところです。 

つきましては、今回施行される改正法等による改正後の建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号。以下「法」という。）、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以

下「令」という。）建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「省令」と

いう。）、建築基準法に基づく指定建築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令

（平成 11 年建設省令第 13 号。以下「機関省令」という。）及び関連する告示の運用

に係る細目について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知するので、その運用に遺漏なきよう

お願いします。 

貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び貴職指定の指定確認検査機関に対しても、



 

この旨周知方お願いします。 

なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、こ

の旨通知していることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 改正概要及び運用上の留意点 

１． 建築確認・検査の対象となる建築物の規模等の見直し（法第６条、第６条の４、

第７条の６、第 41 条、第 90 条の２、第 93 条関係） 

法第６条第１項の改正により、改正前の法第６条第１項第４号に掲げる建築物又

は都市計画区域等の区域外において建築確認・検査の対象外であった建築物のうち、

改正後の法第６条第１項第２号に掲げる建築物（以下「新２号建築物」という。）と

なるものは、大規模の修繕又は大規模の模様替をしようとする場合も新たに建築確

認・検査の対象となります。 

建築確認・検査の対象となる大規模の修繕又は大規模の模様替の該当・非該当の

判断基準については別途通知を発出していますので参考にしてください。（別紙１

－１、１－２参照） 

 

２． 小規模伝統的木造建築物等における構造計算適合性判定の特例（法第６条の３、

法第 18 条、省令第３条の 13 関係） 

本特例の適用に関し、審査者と申請者との間で認識に齟齬が生じることを防ぐた

め、審査者は、本特例を活用した審査の実施の有無について適切に公表・周知する

とともに、事前相談の時点で申請者に対して本特例の活用の意向の有無を確認する

よう努めてください。審査に当たっては、申請書（別記第２号様式第４面第 11 欄イ

及びロ）の本特例の適用の有無等の確認を怠らないよう注意してください。また、

審査業務の効率化のため、審査者の充実を図り、本特例の活用に努めてください。 

 

３. 階高の高い木造建築物等の増加を踏まえた構造安全性の検証法の合理化（法第

20 条、令第 36 条の２関係） 

 法第 20 条第１項第２号、第３号及び第４号に掲げる建築物について、木造建築

物の規模の要件を見直しています。（別紙２参照） 

また、法第 20 条第１項第２号に掲げる高度な構造計算を要する建築物のうち、

令第 36 条の２第２号に掲げる鉄骨造建築物及び第４号ロに掲げる併用構造の建築

物の規模の要件について、「高さが 13ｍ又は軒高が９ｍを超えるもの」から「高さ

が 16ｍを超えるもの」に見直しています。 

なお、石造、れんが造、コンクリートブロック造、無筋コンクリート造等の建築

物のうち、構造計算を要する建築物の規模について、「高さが 13ｍ又は軒高が９ｍ

を超えるもの」から「階数が２以上又は延べ面積が 200 ㎡を超えるもの」に見直し

ています。 



 

 

４. 建築確認等の手続きの規定を準用する建築設備（法第 87 条の４、令第 146 条、

令和６年告示第 1302 号関係） 

法第 87 条の４において準用する建築確認の手続の対象外となる「使用頻度が低

く劣化が生じにくいことその他の理由により人が危害を受けるおそれのある事故

が発生するおそれの少ないエレベーター」は、次のとおりとします。 

・籠が住戸内のみを昇降するもの 

・新２号建築物（階数が３以上のもの、延べ面積が 500 ㎡を超えるもの及び高さ

が 16m を超えるものを除く。）に設けるもの 

なお、本改正は、あくまで法第 87 条の４において準用する建築確認の手続の対

象外となるものを規定するものであるため、法第６条第１項の建築確認に係る建築

物の計画にエレベーター本体に係る部分が含まれる場合については、従前のとおり

運用してください。 

 

５. 建築基準法第 97 条の２第１項及び第２項の規定により市町村に置く建築主事

及び建築副主事の権限について（令第 148 条関係） 

都市計画区域等の区域外における木造の新２号建築物（地階を除く階数が３以上

のもの、延べ面積が 300 ㎡を超えるもの及び高さが 16ｍを超えるものを除く。）に

ついては、改正前においては、都道府県の所管でしたが、改正後においては限定特

定行政庁の所管となります。 

また、都市計画区域等の区域内における木造の新２号建築物（地階を除く階数が

３以上のもの、延べ面積が 300 ㎡以下又は 500 ㎡を超えるもの及び高さが 13ｍ又は

軒高が９ｍを超えるものを除く。）については、改正前においては、限定特定行政庁

の所管でしたが、改正後においては、都道府県の所管とします。 

今般の改正により所管が変わる建築物については、新たな所管先で違反指導等を

行うこととなるため、適切に図書等を引継ぐようお願いします。 

なお、台帳等の引継ぎにあたっては、書類の閲覧等を行う請求者が請求先に迷う

ことがないよう、引継ぎのスケジュールを明確化して、施行日前後の一定の期間を

定めて順次書類を引継ぐことも考えられます。 

 

６. 確認申請書の添付図書の見直し（省令第１条の３第１項、特定木造建築物告示

関係） 

１ 特定木造建築物に係る添付図書の見直し 

 構造関係規定のうち、仕様規定のみで建築基準法令への適合を確認する木造建築

物（以下「特定木造建築物」という。）については、建築確認申請時に添付される基

礎伏図、各階床伏図、小屋伏図及び二面以上の軸組図は、構造部材等の仕様を明示

した仕様表で代替可能としています。 

  

 



 

２ 構造関係規定に係る図書に明示すべき事項について 

柱の小径基準への適合確認にあたって、省令第１条の３第１項の表２に掲げる図

書に明示すべき事項は、「令第 43 条第１項の規定に適合することを確認するために

必要な事項」とします。当該事項は、改正後の「構造耐力上主要な部分である横架

材の相互間の垂直距離に対する木造の柱の小径の割合等を定める件」（平成 12 年建

設省告示第 1349 号）第１ただし書の構造計算の結果及びその算出方法を示してお

り、改正前の明示すべき事項から内容の変更はありません。 

 

７. 計画の変更に係る建築確認を要しない軽微な変更の対象の拡大（省令第３条の

２関係） 

建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直しと併せて、特定木造建築物で

変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合することが明らかな、材料、構造

又は位置の変更について、建築確認を要しない軽微な変更の対象に追加しています。

（別紙３参照） 

これらの変更について、申請者に対して計画変更の手続きを求める必要はないこ

とに留意してください。 

 

８. 構造関係規定の改正に伴い新設された認定制度の施行に必要な規定の整備（省

令第 11 条の２の３及び別表第２並びに機関省令第 59 条及び第 63 条関係） 

改正後において、令第 45 条第１項及び第２項に規定する木材、鉄筋以外の材料

について、筋かいとして使用することを可能とする大臣認定制度を新設します。 

これらの認定に係る申請については、令第 46 条第４項の認定の申請とあわせて

行われます。 

 

９. 確認申請書及び建築計画概要書の様式改正（別記第２号様式及び別記第３号様

式関係） 

柱の小径等の基準及び壁量の基準を規定している令第 43条第１項及び第 46条第

４項並びにこれらの規定に基づく告示の見直しについて、改正後の建築確認・検査

の円滑化を図る観点から経過措置を設けることとしています。（別紙４－１、４－２

参照） 

経過措置の適用の有無の明確化を図るため、令和７年４月１日から令和８年３月

31 日までの１年間に限り、別記第２号様式の確認申請書（第三面 18.）及び別記第

３号様式の建築計画概要書（第二面 20.）において、当該経過措置の適用の有無及

びその区分を記載する欄を設けます。（別紙５参照） 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に確認済証が交付され、令和

８年４月１日以後に着工するものについては、経過措置が適用されないため、改正

後の基準によることとなります。経過措置を適用して改正前の基準により確認済証

が交付され、令和８年３月 31 日までに着工を予定していたにもかかわらず、不測

の事態により、やむを得ず令和８年４月１日以後に着工することとなったものにつ



 

いては、着工後の計画変更や検査において改正後の基準への適合が必要となり、改

正後の基準への適合が確認できない場合には、計画変更に係る確認済証や中間検査

合格証、検査済証が交付されないこととなることを申請者に対し、説明するよう努

めてください。 

なお、法第 12 条第８項に定める台帳及び第 77 条の 29 に定める帳簿への記載事

項には、経過措置の適用の有無及びその区分が追加されることに留意してください。 

 

10. 指定確認検査機関の指定区分の見直し及び確認検査員又は副確認検査員の数の

基準の見直し（機関省令第 15 条及び第 16 条並びに別記第２号様式及び別記第２

号の２様式関係） 

構造計算が必要な木造建築物の規模の引き下げに伴い、機関省令第 15 条の指定

確認検査機関の指定区分について、次のとおり見直します。 

（改正前） 

①「床面積の合計が 500 ㎡以内の建築物の建築確認等を行う者」 

②「床面積の合計が 500 ㎡を超え 2,000 ㎡以内の建築物の建築確認等を行う者」 

（改正後） 

①「床面積の合計が 300 ㎡以内の建築物の建築確認等を行う者」 

②「床面積の合計が 300 ㎡を超え 2,000 ㎡以内の建築物の建築確認等を行う者」 

なお、改正前の①又は②の区分の指定を受けている者については、その有効期間

の経過する日までは引き続きそれぞれ改正前の①又は②の区分の指定を受けてい

る者とする経過措置を設けます。 

また、確認検査員又は副確認検査員の数の算定の際に使用する係数（機関省令第

16 条の表に掲げる値）について、指定確認検査機関における建築確認の業務実態に

関する調査の結果（別紙６参照）を踏まえた数値に見直すとともに、完了検査、中

間検査又は仮使用認定に係る検査をデジタル技術を活用して遠隔から実施する場

合における当該係数を設けています。 

あわせて、指定確認検査機関の指定及び更新における別記第２号様式（確認検査

の業務の予定件数）及び別記第２号の２様式（過去 20 事業年度以内における確認

検査の実施件数）について、業務の区分を改正後の指定区分に改めるとともに、実

地検査と遠隔検査の実施件数を記入する欄を設けます。 

 

第２ その他の運用上の留意点 

１． 審査体制の確保 

 改正法の施行により、旧４号建築物のうち、新２号建築物となるものを建築しよ

うとする場合には、建築確認・検査における審査・検査の項目が増加するとともに、

大規模の修繕又は大規模の模様替をしようとする場合には、新たに建築確認・検査

を受けることが必要となり、改正法の施行に伴う業務の増加が見込まれます。 

「建築行政の適確な執行体制の確保について」（令和６年６月 28 日国住指第 148

号）においても通知したところですが、改正後の建築確認手続き等が滞ることなく



 

円滑に進むよう、改正法の施行に伴い増加する審査・検査に要する時間を踏まえ、

適切な組織編成・人員配置及び一級・二級建築基準適合判定資格者検定の積極的な

受検を促すようお願いします。 

特に特定行政庁におかれましては、円滑な改正法の施行のため、体制の充実を図

るようにお願いします。 

なお、「デジタル技術を活用した建築基準法に基づく完了検査等の検査者の遠隔

実施に係る運用指針」を公表し、完了検査等の遠隔実施を促進するとともに、審査・

検査に係る事務の効率化を図るため、建築基準法施行規則等の一部を改正する省令

（令和６年国土交通省令第 111 号）により、令和７年４月１日に建築確認に係る書

類等の押印を廃止し、建築確認の電子申請を推進しています。 

また、申請者と審査者が合意の上、申請者が審査者に対して計算書等の電子デー

タを参考資料として提出し、当該データを双方が同一の汎用ソフト（表計算ソフト

や CAD ソフトなど）を用いて確認することで、審査に係る業務の効率化を図ること

も考えらます。 

改正法の円滑な業務の実施のため、これらを積極的に活用いただき、業務効率化

を進めるようお願いします。 

 

２． 建築確認等の受付について 

 令和７年４月１日以降に着工するものに係る建築確認手続き（消防同意含む。）に

おいて、指定確認検査機関及び建築主事等は、令和７年３月 31 日以前に新様式で

受付し、改正後の基準による審査を実施することは差支えありません。なお、新様

式による確認済証の交付は令和７年４月１日以降となることに注意してください。 

 

３． 不正事案等への対応 

今般の改正において、旧４号建築物のうち、新２号建築物となるものについて、

適用される全ての規定が審査・検査の対象となることや大規模の修繕又は大規模の

模様替が建築確認・検査の対象となること、都市計画区域等の区域外において建築

確認・検査の対象外であった建築物のうち、新２号建築物となるものについて、建

築確認・検査の対象となることなど、業務負担の増加に伴い、虚偽の確認済証等の

作成や無確認着工の容認、審査・検査における建築基準関係規定に適合しない事項

の見過ごし等の不正行為等が増加するおそれがあります。 

不正行為等に対しては適切かつ厳正に対処する必要があることから、特定行政庁

においては、建築士法又は建築基準法に違反している可能性があると判断される建

築士及び建築士事務所の不正行為等に係る情報に関しては、国土交通大臣又は都道

府県知事に対して、また、建築基準法に違反している可能性があると判断される指

定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関の不正行為等に係る情報に関し

ては、指定権者、委任権者及び資格者の登録権者に対して、確実かつ幅広に情報共

有してください。 

 



 

４． サポート体制の確保及び改正法の周知 

  都道府県におかれましては、「改正建築基準法・改正建築物省エネ法の円滑な施

行に向けた対応について」（令和６年７月１日付国住指 157 号等。）において依頼し

ている申請者等へのサポート体制の確保や相談対応の状況を踏まえ、引き続き積極

的な周知に務めていただくようお願いします。 

 



国
住

指
第

3
5
5
号
 

令
和

６
年

２
月

８
日

 

 各
都
道
府
県
 

建
築
行
政
主
務
部
長
 
殿
 

 

国
土
交
通
省
住
宅
局
建
築
指
導
課
長
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
公
印
省
略
）
 

 

屋
根
及
び
外
壁
の
改
修
に
関
す
る
建
築
基
準
法
上
の
取
扱
い
に
つ
い
て
 

 

屋
根
及
び
外
壁
の
改
修
に
関
す
る
建
築
基
準
法
（
昭
和

2
5
年
法
律
第

2
0
1
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う

。
）

上
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和

2
2
年
法
律
第

6
7
号
）
第

2
45

条
の
４
第
１
項
の
規

定

に
基

づ
く

技
術

的
助
言

と
し

て
、

下
記
の

と
お
り

通
知

す
る
の

で
、

適
切
な

業
務

の
推
進

に
努

め
ら

れ

る
よ

う
お

願
い

す
る
。

ま
た

、
本
通

知
を

も
っ
て

「
屋

根
の
改

修
に

関
す
る

建
築

基
準
法

の
取

扱
い

に

つ
い
て
」
（
令
和
５
年
３
月

3
1
日
付
け
国
住
指
第

5
9
5
号
）
を
廃
止
す
る
。
 

 
貴

職
に

お
か

れ
て
は

、
貴

管
内
特

定
行

政
庁
並

び
に

貴
都
道

府
県

知
事
指

定
の

指
定
確

認
検

査
機

関

に
対
し
て
も
、
こ
の
旨
周
知
方
お
願
い
す
る
。
 

 
な

お
、

国
土

交
通
大

臣
又

は
地
方

整
備

局
長
指

定
の

指
定
確

認
検

査
機
関

に
対

し
て
も

、
こ

の
旨

周

知
し

て
い

る
と

と
も
に

、
建

築
設
計

・
施

工
関
係

団
体

の
長
に

対
し

て
は
、

別
添

の
「

屋
根
及

び
外

壁

の
改

修
に

係
る

設
計
・

施
工

上
の
留

意
事

項
に
つ

い
て

（
周
知

依
頼

）
」
（

令
和

６
年

２
月

８
日

付
け

国

住
指

3
5
6
号
）
の
と
お
り
通
知
し
て
い
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
 

 

記
 

１
．
屋

根
の
改

修
 

屋
根
ふ
き
材
の
み
の
改
修
を
行
う
行
為
は
、
法
第
２
条
第

1
4
号
に
規
定
す
る
大
規
模
の
修
繕
及
び

同

条
第

1
5
号
に
規
定
す
る
大
規
模
の
模
様
替
に
は
該
当
し
な
い
も
の
と
取
り
扱
っ
て
差
支
え
な
い
。

 

 
ま

た
、

既
存

の
屋
根

の
上

に
新
し

い
屋

根
を
か

ぶ
せ

る
よ
う

な
い

わ
ゆ
る

カ
バ

ー
工
法

に
よ

る
改

修

は
、
法
第
２
条
第

1
4
号

に
規
定
す
る
大
規
模
の
修
繕
及
び
同
条
第

1
5
号
に

規
定
す
る
大
規
模
の
模

様

替
に
は
該
当
し
な
い
も
の
と
取
り
扱
っ
て
差
支
え
な
い
。
 

２
．
外

壁
の
改

修
 

外
壁
の
外
装
材
の
み
の
改
修
等
を
行
う
行
為
、
又
は
外
壁
の
内
側
か
ら
断
熱
改
修
等
を
行
う
行
為
は
、

法
第
２
条
第

1
4
号
に
規

定
す
る
大
規
模
の
修
繕
及
び
同
条
第

1
5
号
に
規
定

す
る
大
規
模
の
模
様
替

に

は
該

当
し

な
い

も
の
と

取
り

扱
っ
て

差
支

え
な
い

。
た

だ
し
、

外
壁

の
外
装

材
の

み
の
改

修
等

を
行

う

行
為

で
あ

っ
た

と
し
て

も
、

当
該
行

為
が

外
壁
の

全
て

を
改
修

す
る

こ
と
に

該
当

す
る
場

合
は

、
こ

の

限
り
で
な
い
。
 

 
既

存
の

外
壁

に
新
し

い
仕

上
材
を

か
ぶ

せ
る
よ

う
な

工
法
に

よ
る

改
修

等
を
行

う
行
為

は
、

法
第

２

条
第

1
4
号
に

規
定
す
る

大
規
模
の
修
繕
及
び
同
条
第

1
5
号
に
規
定
す
る
大

規
模
の
模
様
替
に
は
該

当

し
な
い
も
の
と
取
り
扱
っ
て
差
支
え
な
い
。
 

fujimoto-a2tr
四角形

fujimoto-a2tr
タイプライターテキスト
別紙１－１



国
住

指
第

2
0
8
号
 

令
和

６
年

８
月

2
8
日

 

 各
都

道
府

県
 

建
築

行
政

主
務

部
長

 
殿

 

 

国
土

交
通

省
住

宅
局

建
築

指
導

課
長

 

（
公

印
省

略
）

 

 

床
及

び
階

段
の

改
修

に
関

す
る

建
築

基
準

法
上

の
取

扱
い

に
つ

い
て

 

 

床
及

び
階

段
の

改
修

に
関

す
る

建
築

基
準

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
2
0
1
号

。
以

下
「

法
」
と

い
う

。
）

上
の

取
扱

い
に

つ
い

て
、

地
方

自
治

法
（

昭
和

2
2
年

法
律

第
6
7
号

）
第

2
45

条
の

４
第

１
項

の
規

定

に
基

づ
く

技
術

的
助

言
と

し
て

、
下

記
の

と
お

り
通

知
す

る
の

で
、

適
切

な
業

務
の

推
進

に
努

め
ら

れ

る
よ

う
お

願
い

す
る

。
 

 
貴

職
に

お
か

れ
て

は
、

貴
管

内
特

定
行

政
庁

並
び

に
貴

都
道

府
県

知
事

指
定

の
指

定
確

認
検

査
機

関

に
対

し
て

も
、

こ
の

旨
周

知
方

お
願

い
す

る
。

 

 
な

お
、

国
土

交
通

大
臣

又
は

地
方

整
備

局
長

指
定

の
指

定
確

認
検

査
機

関
に

対
し

て
も

、
こ

の
旨

周

知
し

て
い

る
と

と
も

に
、

建
築

設
計

・
施

工
関

係
団

体
の

長
に

対
し

て
は

、
別

添
の

「
床

及
び

階
段

の

改
修

に
係

る
設

計
・
施

工
上

の
留

意
事

項
に

つ
い

て
（

周
知

依
頼

）
」（

令
和

６
年

８
月

2
8
日

付
け

国
住

指
第

2
0
9
号

）
の

と
お

り
通

知
し

て
い

る
こ

と
を

申
し

添
え

る
。

 

 

記
 

１
．

床
の

改
修

 

床
の

仕
上

げ
材

の
み

の
改

修
等

を
行

う
行

為
は

、
法

第
２

条
第

1
4
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
修

繕
及

び
同

条
第

1
5
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
模

様
替

に
は

該
当

し
な

い
も

の
と

取
り

扱
っ

て
差

支
え

な
い

。
 

ま
た

、
既

存
の

仕
上

げ
材

の
上

に
新

し
い

仕
上

げ
材

を
か

ぶ
せ

る
改

修
は

、
法

第
２

条
第

1
4
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
修

繕
及

び
同

条
第

1
5

号
に

規
定

す
る

大
規

模
の

模
様

替
に

は
該

当
し

な
い

も
の

と

取
り

扱
っ

て
差

支
え

な
い

。
 

２
．

階
段

の
改

修
 

各
階

に
お

け
る

個
々

の
階

段
の

改
修

に
あ

た
り

、
過

半
に

至
ら

な
い

段
数

等
の

改
修

を
行

う
行

為
は

、

法
第

２
条

第
1
4
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
修

繕
及

び
同

条
第

1
5
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
模

様
替

に

は
該

当
し

な
い

も
の

と
取

り
扱

っ
て

差
支

え
な

い
。

 

ま
た

、
既

存
の

階
段

の
上

に
新

し
い

仕
上

材
を

か
ぶ

せ
る

改
修

を
行

う
行

為
は

、
法

第
２

条
第

1
4
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
修

繕
及

び
同

条
第

15
号

に
規

定
す

る
大

規
模

の
模

様
替

に
は

該
当

し
な

い
も

の
と

取
り

扱
っ

て
差

支
え

な
い

。
 

fujimoto-a2tr
四角形

fujimoto-a2tr
タイプライターテキスト
別紙１－２



20

高さ60m超高さ16m超 60m以下高さ16m以下

時刻歴
応答解析

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

仕様規定300㎡以下

１階建 簡易な構造計算
（許容応力度計算）300㎡超

仕様規定300㎡以下
２階建

簡易な構造計算
（許容応力度計算）

300㎡超

３階建

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

４階建～

現行

改正

高さ60m超
高さ13m※超 60m以下

※軒高9m超
高さ13m以下※

※軒高9m以下

時刻歴
応答解析

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

仕様規定500㎡以下

１階建 簡易な構造計算
（許容応力度計算）500㎡超

仕様規定500㎡以下
２階建

簡易な構造計算
（許容応力度計算）

500㎡超

３階建

４階建～

規模
高さ

規模
高さ

別紙２



3 2 10

特定木造建築物（構造計算以外で構造安全性を確認した木造建築物）で、変更後も建築物の計画が建築
基準関係規定に適合することが明らかなものについて、以下の①及び②を軽微な変更に追加。
①構造耐力上主要な部分である部材の材料又は構造の変更（異なる建築材料に変更する場合を除く。）
②構造耐力上主要な部分である部材の位置の変更

備考変更内容対象部材
• 異なる建築材料に変更する場合は、軽微な変更に該当しない。

• ただし、令第46条第3項に基づく火打材や令第46条第4項に基づく壁・筋かいを
異なる建築材料に変更する場合は、軽微な変更に該当する。

①材料又は構造の変更特定木造建築物の
構造耐力上主要な
部分である部材

ー②位置の変更

「特定木造建築物＊」とは?

壁量計算により構造安全性
を確認した木造建築物
（仕様規定のただし書等に基づく、

基礎、柱の小径、木造の継手
及び仕口等に関する部分的な
構造計算を行うものを含む）

特定木造建築物に
該当するもの

上記以外特定木造建築物に
該当しないもの

軽微な変更の適用事例

※軽微な変更ではなく、計画変更に該当する例は以下のとおり。
・ 構造耐力上主要な部分である部材において、木造、鉄骨造、RC造等の

構造の種別の変更（例:柱を木造から鉄骨造に変更する場合）
・ 壁量計算から許容応力度計算への変更

すぎの無等級材 ⇔ ヒノキの集成材柱の材料の変更

増減、通りをまたぐ移動耐力壁の位置・量の変更

鉄筋筋かい ⇔ 構造用合板（大壁）耐力壁の材料の変更

柱の小径105 ⇔ 120柱・はりの断面寸法の変更

Zマークの金物 ⇔ Z同等認定品接合金物の材料の変更

＊規則第１条の３第１項第１号イ(2)に新たに規定

別紙３



1
 

国
住

指
第

1
4
7
号

令
和

６
年

６
月

2
7
日

各
都
道
府
県

建
築
行
政
主
務
部
長
 

殿

国
土
交
通
省

住
宅
局

建
築
指
導
課
長

（
公
印
省
略
）

 
 
 

建
築
基
準
法
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
及
び
構
造
関
係
告
示
の

改
正
に
つ
い
て

建
築
基
準
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
（
令
和

６
年
政
令
第

17
2
号
。
以
下
「
改
正
令
」
と
い
う
。
）

が
令
和

６
年
４
月

19
日
に
公
布
、

令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
こ
と
と
な
り

、
こ
れ
に
伴

い
学

校
の
木
造
の
校
舎
の
構
造
方
法
に
関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
（
令
和
６
年
国
土
交
通

省
告
示
第

44
5
号
）
及
び

建
築
基
準
法
施
行
令
第

46
条
第
４
項
表
１
(一

)項
か
ら

(七
)項

ま
で
に
掲

げ
る

軸
組

と
同

等
以

上
の

耐
力

を
有

す
る

軸
組

及
び

当
該

軸
組

に
係

る
倍

率
の

数
値

を
定

め
る

件
等

の
一

部
を

改
正
す
る
告
示
（
令
和
６
年
国
土
交
通
省
告
示
第

44
7
号
）
に
つ
い
て
も
、
令
和

６
年
５
月

31
日
に

公
布

さ
れ

、
令
和
７
年
４
月
１
日

か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た

。
ま
た
、
ボ
ル
ト
接
合
に
よ
る
こ
と
が
で
き

る
安
全
上
支
障
が
な
い
建
築
物
の
基
準
を
定
め
る
件
（
令
和
６
年
国
土
交
通
省
告
示
第

95
5
号
）
に
つ

い
て

も
、
令
和
６
年
６
月

25
日
に
公
布

さ
れ
、
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

つ
い
て
は
、
今
回
施
行
さ
れ
る
改
正
令

に
よ

る
改
正
後

の
建
築
基
準
法
施
行
令
（

昭
和

25
年
政
令
第

33
8

号
。
以
下

「
令
」

と
い
う

。
）
及
び

関
連
す

る
構
造

関
係

告
示

の
運
用

に
係
る

細
目
に

つ
い
て
、

地
方
自

治

法
（
昭
和

22
年
法
律
第

67
号
）
第

24
5
条
の
４
第

1
項
の
規
定
に
基
づ
く
技
術
的
助
言
と
し
て
、
下
記
の

と
お
り
通
知
す
る

の
で
、
そ
の
運
用
に

遺
漏
な
き
よ
う
お
願
い
す
る
。

貴
職
に
お
か
れ
て
は
、
貴
管
内
特
定
行
政
庁
及
び
貴

都
道
府
県
知
事
指
定
の
指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
し

て
も
、
こ
の
旨

周
知
方
お
願
い
す
る
。

な
お
、
国
土
交
通
大
臣
指
定
又
は
地
方
整
備
局

長
指
定
の
指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
し
て
も
、
こ
の
旨
周

知
し
て
い
る
こ
と

を
申
し
添
え
る
。

記

第
１

高
度
な

構
造

計
算
が

必
要

な
非
木

造
の

建
築
物

の
規

模
の
見

直
し

（
令
第

36
条
の

２
関
係

）

建
築
基
準
法
（
昭
和

25
年
法
律
第

20
1
号
）
第

20
条
第
１
項
第
２
号
に
該
当
す
る
建
築
物
（
高
度
な
構

造
計
算
を
要
す
る
建
築
物
）
の
う
ち
、
非
木
造
建
築
物
の
具
体
的
な
要
件
を
定
め
た
令
第

36
条
の
２

に
つ

い
て
、
同
条
第
２
号
及
び
第
４
号
ロ
の
「
高
さ
が

13
m
又
は
軒
の
高
さ
が
９
m
を
超
え
る
建
築
物
」
の

要
件

別
紙
４
－
1


四角形
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を
「
高
さ
が

16
m
を
超
え
る
建
築
物
」
に
改
め
る
こ
と
と
し
た
。

 

な
お
、
同
条
第
５
号
の
規
定
に
基
づ
く
国
土
交
通
大
臣
が
指
定
す
る
建
築
物
を
定
め
る

件
の
一
部
を

改
正

す
る
告
示
に
つ
い
て
は
、

令
和
６
年

７
月
に
公
布
予
定
で
あ
る
。

 

  第
２

 
木
造
の

建
築

物
に
お

け
る

柱
の
小

径
基

準
の
見

直
し

（
令
第

43
条
関
係

）
 

 １
 
改
正
令
の
概
要
 

木
造
の
建
築
物
に
お
け
る
柱
の
小
径
に
つ
い
て
、
横
架
材
の
相
互
間
の
垂
直
距
離
に
対
し
て
、
建
築
物

の
用

途
及

び
規

模
等

に
応

じ
て

告
示

で
定

め
る

割
合

以
上

の
も

の
と

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し

た
。
 

 

２
 
改
正
告
示
の
概
要
 

令
改

正
に
伴

い
、
「

木
造
の

柱
の

構
造

耐
力

上
の

安
全

性
を

確
か

め
る

た
め

の
構

造
計

算
の

基
準

を
定

め
る
件
」（

平
成

12
年
建

設
省
告
示
第

13
49

号
。

以
下
「
告
示
第

13
49

号
」
と
い
う
。
）
の
一
部

を
以

下
の
と
お
り
改
正
し
、
横
架
材
の
相
互
間
の
垂
直
距
離
に
対
す
る
割
合
に
係
る
基
準
を
同
告
示
に
追
加
す

る
と

と
も
に

、
「
構

造
耐
力

上
主

要
な

部
分
で

あ
る
横

架
材

の
相

互
間
の

垂
直
距

離
に

対
す

る
木
造

の
柱

の
小
径
の
割
合
等
を
定
め
る
件
」
に
告
示
の
名
称
を
改
正

し
た
。
 

 （
１
）
必
要
な
柱
の
小
径
の
基
準
の
見
直
し

（
告
示
第

13
49

号
第
１
関
係
）
 

木
造

軸
組

構
法

に
よ

る
木

造
建

築
物

の
横

架
材

の
相

互
間

の
垂

直
距

離
に

対
す

る
柱

の
小

径
の

割

合
の

基
準

に
つ

い
て

、
以

下
の

式
に

よ
り

算
定

す
る

こ
と

と
し

た
。

な
お

、
改

正
前

の
基

準
と

同
様

、

積
雪
荷
重
は
含
ま
な
い
も
の
と
し
て
い
る
。

 

 ＜
算
定
式
（
必
要
な
柱
の
小
径
）
＞

 

d e
 /
 𝑙
 =
 0
.0
27
 +
 2
2.
5
・
W d
 /
 𝑙
 2
  

d e
：
柱
の
小
径
（
㎜

）
 

𝑙 
：
横
架
材
の
相
互
間
の
垂
直
距
離
（
㎜

）
 

W d
：
当
該
階
が
負
担
す
る
単
位
面
積
あ
た
り
の
固
定
荷
重
と
積
載
荷
重
の
和
（

N/
㎡
）
 

 

柱
の
材
料
や
計
画
条
件
か
ら
、
よ
り
精
緻
に
柱
の
小
径
等
を
算
定
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
次

の
座
屈
の
理
論
式
を
用
い
て
検
証

し
て
も
よ
い
。
な
お
、
第
９
の
必
要
壁
量
等
の
算
定
の
た
め
の
設
計

支
援
ツ
ー
ル
は
、
こ
の
座
屈
の
理
論
式
を
も
と
に
柱
の
小
径
等
を
算
出
し
て
い
る
。

 
 

 ＜
参
考
：
座
屈
の
理
論
式

（
オ
イ
ラ
ー
式
）
＞

 

d
e 𝑙
≥

1

8
.6
6
 
の
場
合
：

 
 
 
 
d
e
=
√
W

d
A
e
/(

1
.1 3
F
c)

 

1

2
8
.8
7
≤

d
e 𝑙
<

1

8
.6
6
 
の
場
合
：
d
e
=

1

7
5
.0
5
+
√
(

1

7
5
.0
5
)2

+
1 1
.3
・
W

d
A
e
/(

1
.1 3
F
c)
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d
e 𝑙
<

1

2
8
.7
7
 
の
場
合
：

 
 
 
 
d
e
=
√

1
2
𝑙2

3
0
0
0
・
W

d
A
e
/(

1
.1 3
F
c)

4
 

A
e
：
荷
重
負
担
面
積
（

m
2
）

 

F
c：

柱
材
の
圧
縮
基
準
強
度
（

N
/m

m
2
）

 

 ま
た
、
告
示
第

13
49

号
第
２
に
定
め
る
構
造
計
算
に
よ
り

構
造
耐
力
上
安
全
で
あ
る
こ
と
が
確
か

め
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
は

、
柱
の
小
径
の
確
認
を
不
要
と
し
た
。

 

 （
２
）
小
径
の
確
認
が
不
要
な
柱

（
告
示
第

13
49

号
第
１
た
だ
し
書
関
係
）
 

柱
を
拘
束
し
、
座
屈
防
止
効
果
が
期
待
で
き
る
壁
が
取
り
つ
く
場
合
、
当
該
壁
の
取
り
つ
く
方
向
（
面

内
方
向
）
に
つ
い
て
は

、
柱
の
小
径
の
確
認
を
不
要
と

し
た
。
当
該
壁
の
詳
細
は
今
後

解
説
等
で

示
す

予
定
で
あ
る
。
 

  第
３

 
木
造
の

建
築

物
の
筋

か
い

に
係
る

規
制

の
見
直

し
（

令
第

4
5
条

関
係
）

 

 

木
造
の
建
築
物
の
筋
か
い
に
用
い
る
こ
と
が
で
き
る
材
料
に
つ
い
て
、
改
正
前

の
規
定
で
は
、
木
材

又
は

鉄
筋
が
認
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
れ
ら

と
同
等
以
上
の
強
度
を
有
す
る
材
料
と
し
て
告
示
で
定
め
る
材

料
又
は
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
材
料
の
使
用
を
新
た
に
認
め

る
こ
と
と
し
た

。
こ
れ
に
よ
り
、
大

臣
認

定
を

取
得

す
る

こ
と

で
筋

か
い

の
材

料
と

し
て

木
材

及
び

鉄
筋

以
外

の
新

た
な

材
料

が
使

用
可

能
と

な
る

。
 

ま
た
、
筋
か
い
の
端
部
に

つ
い
て
、
少
な
く
と
も
い

ず
れ
か
一
方
を
柱
と
横
架
材
と
の
仕
口
に
緊
結
す
れ

ば
足
り
る
こ
と
と

し
た
。
も
う
一
方
に
つ
い
て

は
、
柱
等
に
緊
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ

り
、

Ｋ
型
・
多
段
筋
か
い

等
も

大
臣
認
定

を
取
得
す
る
こ
と

で
使
用
可
能
で
あ
る
。
た
だ
し
、
第
４
（
７
）
に
示

す
と
お
り
、

改
正
後
の
告
示
第

11
00

号
別
表
第
１

に
掲
げ
る
軸
組

に
つ
い
て
は

、
従
来
ど
お
り
、
筋

か
い

の
両
端
の
端
部
は
柱
と
は
り
等
の
仕
口
又
は
そ
の
周
辺
に
緊
結
し

た
も
の
で
あ
る

必
要
が
あ
る
。
 

  第
４

 
木
造
の

建
築

物
に
お

け
る

壁
量
計

算
の

見
直
し

（
令

第
4
6
条
関

係
）

 

 １
 
改
正
令
の
概
要
 

階
数
が
２
以
上
又
は
延
べ
面
積
が

50
㎡
超
の
木
造
の
建
築
物
に
お
い
て
は
、
水
平
力
に
よ
り
破
壊
等

が
生

じ
な

い
強

度
を

有
す

る
材

料
を

用
い

る
も

の
と

し
て

告
示

で
定

め
る

軸
組

又
は

国
土

交
通

大
臣

の

認
定
を
受
け
た
軸
組
を
、
地
震
及
び
風
圧
に
対
し
て
安
全
性
を
担
保
で
き
る
も
の
と
し
て
告
示
で
定
め
る

基
準
に
従
っ
て
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と

し
た
。
 

 ２
 
告
示
第

11
00

号
の
改
正

概
要
 

令
改
正
に
伴
い
、「

建
築
基
準
法
施
行
令
第

46
条
第
４
項
表
１

(一
)項

か
ら

(七
)項

ま
で
に
掲
げ

る
軸

組
と
同
等
以
上
の
耐
力
を
有
す
る
軸
組
及
び
当
該
軸
組
に
係
る
倍
率
の
数
値
を
定
め
る
件
」（

昭
和

56
年
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面
材
の
準
耐
力
壁
等

 

の
倍
率

 

建
設
省
告
示
第

11
00

号
。
以
下
「
告
示
第

11
00

号
」
と
い
う
。
）
の
一
部
を
改
正
し
、

改
正
前
の

令
第

46
条

第
４

項
の
表

１
に
掲

げ
る

木
造
建

築
物
の

軸
組

の
構

造
方
法

及
び
倍

率
を

同
告

示
に
追

加
す
る

と

と
も
に
、
以
下
の
と
お
り
、
改
正
前
に
お
い
て
算
入
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
軸
組
及
び
そ
の
倍
率
の
追
加

等
の
改
正
を
行
う
こ
と
と

し
た
。
 

ま
た
、「

木
造
の
建
築
物
に
物
置
等
を
設
け
る
場
合
に
階
の
床
面
積
に
加
え
る
面
積
を
定
め
る
件

」（
平

成
12

年
建
設
省
告
示
第

13
51

号
）
及
び
「
木
造

建
築
物
の
軸
組
の
設
置
の
基
準
を
定
め
る
件
」（

平
成

12
年
建
設
省
告
示
第

13
52

号
）
を
廃
止
し
、
こ
れ
ら
の
告
示
に
定
め
ら
れ
て
い
た

令
第

46
条
第

４
項

の
規
定
に
基
づ
く
木
造
建
築
物
の
軸
組
の
設
置
の
基
準
を

告
示
第

11
00

号
に

規
定
し
、「

木
造
の
建

築
物

の
軸
組
の
構
造
方
法
及
び
設
置
の
基
準
を
定
め
る
件
」
に
告
示
の
名
称
を
改
正

し
た
 
。
 

 （
１
）
存
在
壁
量
へ
の
準
耐
力
壁
等
の
算
入
（
告
示
第

11
00

号
第
１
・
別
表
第

10
関
係
）
 

存
在
壁
量
（
木
造
建
築
物
の
各
階
に
設
け
ら
れ
る
軸
組
の
長
さ
に
、
軸
組
の
種
類
ご
と
に
定
め
ら
れ

た
倍
率
を
乗
じ
て
得
た
数
値
の
合
計
を
い
う
。
以
下

同
じ
。）

に
つ
い
て
、
改
正

前
の
規
定
で

は
耐

力
要

素
と
し
て
見
込
ん
で
い
な
い
開
口
部
ま
わ
り
な
ど
の
垂
れ
壁
・
腰
壁
等
（
以
下
「
準
耐
力
壁
等
」
と
い

う
。）

に
つ
い
て
も
、
一
定

の
耐
震
性
へ
の
寄
与
が
期
待
で
き
る
こ
と
か
ら
、
今

般
新
た
に
倍
率
を
設
定

し
、
存
在
壁
量
に
算
入
で
き
る
よ
う
に
し
た
。

 

存
在
壁
量
に
算
入
可
能
な
準
耐
力
壁
等
は
、
面
材
、
木
ず
り
等
を
柱
・
間
柱
の
み
に
く
ぎ
打
ち
を
し

た
準
耐
力
壁
と
、
垂
れ
壁
及
び
腰
壁
で
あ
る
。
具
体
的
な
構
造
方
法
の
基
準
及
び
倍
率
の
算
定
方
法
は
、

以
下
の
表
の
と
お
り
と
し
た
。

 

 

表
 
準
耐
力
壁
等
の
基
準
・
倍
率

 
 

 
準
耐
力
壁
 

垂
れ
壁
・
腰
壁

 

材
料
 

面
材
・
木
ず
り
等
 

面
材
・
木
ず
り
等

 

く
ぎ
打
ち
 

柱
・
間
柱
の
み
に
く
ぎ
打
ち

 
柱
・
間
柱
の
み
に
く
ぎ
打
ち

 

幅
 

90
ｃ
ｍ
以
上
 

90
ｃ
ｍ
以
上
か
つ

2ｍ
以
下

※
 

高
さ
 

横
架
材
間
内
法
寸
法
の

80
％
以
上

※
 

36
ｃ
ｍ
以
上

※
 

そ
の
他
 

―
 

両
側
に
耐
力
壁
又
は
準
耐
力
壁

 

が
あ
る
こ
と

 

倍
率
 

  

※
 
複
数

の
面
材

・
木

ず
り
等

を
使

用
す
る

場
合

は
、

同
じ
材

料
で
一

続
き

と
な
っ
て
い

る
場
合

に
限

る
。 

  

木
ず
り

の
準
耐
力
壁
等
 

の
倍
率
 

＝
 

×
 
0

.6
 
×

  
面
材
の
高
さ
の
合
計

 

横
架
材
間
内
法
寸
法

 
材
料
の

 

基
準
倍
率

 

＝
 

0
.5

 
×

 
 
 
木
ず
り
の
高
さ
の
合
計

 
 

横
架
材
間
内
法
寸
法
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（
２
）
高
い
耐
力
を
有
す
る
軸
組
の
倍
率
の
上
限
の
見
直
し

（
告
示
第
11
00
号
第
２

・
附
則
関
係
）
 

改
正
前
の
規
定
で
は
倍
率
の
上
限
を
５
倍
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
上
限
を
引
き
上
げ
、
軸
組
を
併
用

し
た
場
合
の
倍
率
を
最
大
７
倍
と
し
た
。
大
臣
認
定
を
取
得
す
る
軸
組
に
つ
い
て

は
倍
率
の
上
限

を
定

め
て
い
な
い
が
、
構
造
計
算
に
よ
り
建
築
物
の
構
造
安
全
性
を
検
証
す
る
場
合
を
除

き
、
当
面
は
上
限

を
７
倍
と
し
て
運
用
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
 

倍
率

が
５

倍
を

超
え

る
軸

組
の

大
臣

認
定

に
関

す
る

手
続

き
は

改
正

後
の

告
示

第
11
00

号
の

施
行

日
（
令
和
７

年
４
月
１
日
）
前
に
お
い
て

も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
軸
組
を
倍
率

が
５

倍
を
超
え
る
も
の
と
し
て

使
用
で
き
る
の
は
同
告
示
の

施
行
日
後
と
な
る
。

 

実
態

上
の

倍
率

が
７

倍
を
超

え
る

軸
組

※
に

つ
い

て
、

改
正

後
の

告
示

第
11
00
号

第
４

に
規

定
す

る

四
分
割
法
又
は
令
第
82

条
の
６
第
２
号
ロ
に
規
定
す
る
偏
心
率
の
計
算
に
お
い
て
は

、
当
該
軸
組

の
倍

率
を

７
倍

及
び

実
態

上
の

倍
率

の
両

方
を

用
い

て
い

ず
れ

も
基

準
を

満
た

す
こ

と
を

確
認

す
る

必
要

が
あ
る
。
ま
た
、
木
造
の
継
手
及
び
仕
口
の
構
造
方
法
を
定
め
る
件
（
平
成

12
年
建
設
省
告
示
第
14
60

号
）
に
規
定
す
る
軸
組
の
柱
の
柱
脚
及
び
柱
頭
の
仕
口
の
検
証
に

お
い
て
は

、
実
態
上
の
倍
率
の

み
を

用
い
て
検
証
を
行
う
必
要

が
あ
る
。
大
臣
認
定
を
受
け
た
軸
組
に
つ
い
て
は
、
認
定
書
に
こ
れ
ら

の
検

証
に
当
た
っ
て
の
条
件
が
記
載
さ
れ
る

こ
と
に
留
意

さ
れ
た
い
。
 

※
 
軸
組
を
併
用
し
て
倍
率
が
７
倍
を
超
え
る
場
合

（
４
倍
の
壁
を
２
枚
使
用
し
て
８
倍
と
な
る
場

合
）
や

、
大
臣
認
定

に
お
い
て
倍
率
が
７
倍
を
超
え

て
い
る
場
合
な
ど

。
 

 

（
３
）
地
震
に
対
す
る
必
要
壁
量
の
算
定
の
基
準
の
見
直
し

（
告
示
第

11
00

号
第
３
関
係
）

 

木
造
建
築
物
の
地
震
に
関
す
る
必
要
壁
量
に
つ
い
て
、
以
下
の
算
定
式
に
よ
り
算
定
す
る
こ
と

と
し

た
。
な
お
、
改
正
前
の
基
準
と
同
様
、
積
雪
荷
重
は
含
ま
な
い
も
の
と
し
て
い
る
。

 

 

＜
算
定
式
（
床
面
積
あ
た
り
の
必
要
壁
量
）
＞

 

Lw
 ＝

（
Ai
・
Co
・

Σ
wi
）
/（

0.
01
96
・
Af
i
）
 

 

Lw
：
単
位
面
積

あ
た
り
の
必
要
壁
量
（
㎝
／
㎡
）

 

Ai
：
層
せ
ん
断
力
分
布
係
数

 

（
昭
和

55
年
建
設
省
告
示
第

17
93

号
第
３
に
定
め
る
式
に
よ
り
算
出
し
た
数
値
）

 

Co
：
標
準
せ
ん
断
力

係
数
 

0.
2（

令
第

88
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
し
た
区
域
の
場
合
は

0.
3）

と
す
る
。
 

Σ
wi
：
当
該
階
（
当
該
階
が
３
階
以
下
の
階
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）

が
地
震
時
に
負
担
す

る
固
定
荷
重
と
積
載
荷

重
の
和

（
kN
）
 

Af
i：

当
該
階
の
床
面
積
（
㎡
）

 

 （
４
）
地
震
に
対
す
る
必
要
壁
量
と
存
在
壁
量
の
比
較

（
告
示
第

11
00

号
第
３
関
係
）

 

各
階
及
び
各
方
向
に
つ
き
、（

１
）
及
び
（
２
）
の
見
直
し
を
踏
ま
え
て
算
出
し
た
存
在
壁
量
が
（

３
）

で
算
出
し
た
必
要
壁
量
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
と
し
た
。

 

そ
の

際
に

準
耐

力
壁

等
に

お
い

て
柱

の
折

損
等

に
よ

っ
て

構
造

耐
力

上
支

障
の

あ
る

急
激

な
耐

力

の
低
下
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
な
い
こ
と
が
確
か
め
ら
れ
た
場
合
を
除
き
、
存
在
壁
量
に
算
入
す
る
準
耐

力
壁

等
の

必
要

壁
量

に
対

す
る

割
合

は
２

分
の

１
以

下
と

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し
て

い
る

。
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構
造

耐
力

上
支

障
の

あ
る

急
激

な
耐

力
の

低
下

が
生

じ
る

お
そ

れ
の

な
い

こ
と

の
確

認
に

つ
い

て
は

、

性
能

評
価

な
ど

の
第

三
者

機
関

で
の

試
験

等
の

結
果

を
踏

ま
え

て
検

証
す

る
こ

と
を

想
定

し
て

お
り

、

具
体
的
な
検
証
方
法
は
今
後

解
説
等
で
示
す
予
定
で
あ
る
。

 

 

（
５
）
四
分
割
法
の
確
認
（
告
示
第

11
00

号
別
表
第
４
関
係
）

 

壁
や
筋
か
い
が
釣
り
合
い
よ
く
配
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
の
確
認
を
行
う

い
わ
ゆ
る

四
分
割
法
に
よ

る
検
証
に
お
い
て
、
存
在
壁
量
に
算
入
す
る
準
耐
力
壁
等
の
必
要
壁
量
に
対
す
る
割
合
が
各
階
・

各

方
向
い
ず
れ
も
２
分
の
１
以
下
で
あ
る

場
合
は
、
準
耐
力
壁
等
は

四
分
割
法
に
お
け
る
存
在
壁
量
に

算
入
せ
ず
耐
力
壁
の
み
で
検
証
を
行
う

こ
と
と
し
た

。
た
だ
し
、
存
在
壁
量
に
算
入
す
る
準
耐
力
壁

等
の
必
要
壁
量
に
対
す
る
割
合
が

各
階
・
各
方
向
い
ず
れ
か
で
必
要
壁
量
の

２
分
の
１
を
超
え
る
場

合
は
、
存
在
壁
量
に
算
入
し
た
準
耐
力
壁
等
を

四
分
割
法
に
お
け
る
存
在
壁
量
に
算
入
し
て

検
証
を

行
う
こ
と
と
な
る
。
 

 （
６
）
構
造
計
算
に
よ
り
安
全
性
を
確
認
す
る
場
合
の
壁
量
の
基
準
の
適
用
除
外

 

（
告
示
第

11
00

号
第
５
関
係
）

 

以
下
の
条
件
に
適
合
す
る

地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
下
の
木
造
建
築
物

で
あ
っ
て
、
昭
和

62
年
建

設
省
告
示
第

18
99

号
に
定
め
る
構
造
計

算
に
よ
り
構
造
耐
力
上
安
全
で
あ
る
こ
と
が
確
か
め
ら
れ
る

場
合
は
告
示
第

11
00

号
第
２
か
ら
第
４
ま
で
に
定
め
る

壁
量
に
関
す
る
基
準
を
適
用
除
外
と
す
る

こ

と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た

。
 

 

 
 

＜
条
件
＞
 

・
各
階
、
各
方
向
別
に
生
ず
る
水
平
力

に
対
す
る

壁
又
は
筋
か
い
が
負
担
す
る

水
平
力
の
割
合
が

0.
8

以
上
で
あ
る
こ
と

。
 

・
７
倍
相
当

の
許
容
せ
ん
断

耐
力
を
超
え
る
高
耐
力
の
壁
を

使
用
し
な
い

こ
と
。
 

・
Ｃ
Ｌ
Ｔ
パ
ネ
ル
工
法

を
用
い
た
建
築
物
又
は
建
築
物
の
構
造
部
分
の
構
造
方
法
に
関
す
る
安
全
上

必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
等
の
件
（
平
成

28
年
建
設
省
告
示
第

61
1
号
）
の
対
象
と
な

る
水

平
力
及
び
鉛
直
力
を
負
担
す
る
壁
と
し
て
設
け
る
工
法

に
よ
ら
な
い
こ
と

。
 

 （
７
）
筋
か
い
を
入
れ
た
軸
組
の
倍
率
の
算
出
方
法
の
見
直
し
等

（
告
示
第
11
00

号
別
表
第
１
関
係
）
 

改
正

後
の

告
示

第
11
00

号
別

表
第

１
に

掲
げ

る
軸

組
の

仕
様

及
び

倍
率

は
改

正
前

の
令

第
46

条
第

４
項
表
１
に
掲
げ
る
軸
組
と
同
じ
で
あ

り
、
筋
か
い
の
両
端
の
端
部
は
柱
と
は
り
等
の
仕
口
又
は
そ
の

周
辺

に
緊

結
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

２
）

で
倍

率
の

上
限

を
５

倍
か

ら
７

倍
に

引
き

上
げ

て
い

る

が
、
９
㎝
角
以
上
の
木
材
の
筋
か
い
を
た
す
き
掛
け
に
入
れ
た
軸
組
の
倍
率
は
こ
れ
ま
で
と
同
じ
５
倍

と
し
て
い
る
。
 

筋
か
い
を
入
れ
た
軸
組
の
高
さ
が
一
定
の
高
さ
を
超
え
る
場
合
、
改
正
前
の
規
定
に
お
け
る
所
定
の

倍
率
が
発
揮
で
き
な
く
な
る
。
こ
の
た
め
、
筋
か
い
を
入
れ
た
軸
組
の
高
さ
が

3.
2ｍ

を
超
え
る
場

合
に

は
、
告
示
第
11
00
号
別
表
第
１
に
掲
げ
る

倍
率
に
、
以
下
の
算
定
式
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
数
値
α

hを
乗

じ
た
数
値
を

当
該
軸
組

の
倍
率
と
す
る

こ
と
と
し

た
。
た
だ
し
、

数
値
α

h
が

1
.0

を
超
え
る

場
合
に
は

数
値
α

hを
1.

0と
す
る
。
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 ＜
算
定
式
（
通
常
の
倍
率
に
乗
ず
る
数
値
）
＞

 

α
h＝

3.
5×

L d
／

H o
 

L d
：

当
該
軸
組
の
柱
間
の
距
離
（

㎜
）
 

H o
：

横
架
材
の
上
端
の
相
互
間
の
垂
直
距
離
（

㎜
）
 

 ３
 
告
示
第

18
99

号
の
改
正
概
要

 

脱
炭

素
社

会
の

実
現

に
資

す
る

た
め

の
建

築
物

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

の
向

上
に

関
す

る
法

律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
４
年
法
律
第

69
号
）
に
よ
る
構
造
計
算
を
要
す
る
建
築
物
の
高
さ
を

合
理

化
し

、
ル

ー
ト
１

の
構

造
計

算
で
設

計
可
能

な
木

造
建

築
物
の

規
模

が
16
ｍ

以
下

に
拡

大
す
る

こ

と
に
伴
い
、
令
第

46
条
第
２
項
第
１
号
ハ

等
の
規
定
に
基
づ
く
「
木
造
若
し
く
は
鉄
骨
造
の
建
築
物
又

は
建

築
物
の

構
造
部

分
が
構

造
耐

力
上

安
全
で

あ
る
こ

と
を

確
か

め
る
た

め
の
構

造
計

算
の

基
準
」
（
昭

和
62

年
建
設
省
告
示
第

18
99

号
。
以
下
「
告
示
第

18
99

号
」
と
い
う
。）

の
一
部
を
改
正

し
、
階

数
が

３
の
木
造
建
築
物
で
あ
っ
て
、
高
さ

が
13
ｍ
を
超
え
、
16
ｍ
以
下
の
も
の
に
つ
い
て
、
ル
ー
ト
１
の

構
造

計
算
に
よ
り
検
証
を
行
う
場
合
に

、
こ
れ
ま
で
の
ル
ー
ト
２
の
構
造
計
算
に

お
い
て

検
証
を
求
め
て

い
た

令
第

82
条
の
６
第
２
号
イ
に
規
定
す
る

剛
性
率
に
代
わ
り
、
各
階
の
壁
量
充
足
率
（
存
在
壁
量
を
必
要

壁
量
で
除
し
た
数
値
を
い
う
。
以
下
同
じ

。
）
を
用
い
た
仕
様
規
定
の
確
認
を
求
め
る
こ
と
と

し
た
。
 

具
体
的
に
は
、
以
下
の
式
に
よ
り
各
階
の
壁
量
充
足
率
を
各
階
の
壁
量
充
足
率
の
平
均
値
で
除
し
た
値

（
以
下
「
壁
量
充
足
率
比

」
と
い
う
。）

を
算
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ

10
分
の
６
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、

令
第

46
条
第
２
項
第
１
号
ハ

に
規
定
す
る
構
造
計
算
（
以
下
「
２
項
ル
ー

ト
」

と
い
う

。
）

を
実

施
す

る
場

合
又

は
剛
性

率
の
規

定
に

適
合

す
る
場

合
は
、

壁
量

充
足

率
比
の

確
認

は
不
要
で
あ
る
。
 

 
 

＜
算
定
式
（
壁
量
充
足
率
比
）
＞

 

R f
 =
 r

f 
/ 
r＿

f
 

R f
：
各
階
の
壁
量
充
足
率
比
（
≧

0.
6）

 

r f
：
各
階
の
壁
量
充
足
率

 

r＿

f：
当
該
建
築
物
に
つ
い
て
の

r f
の
相
加
平
均

 

 ４
 
告
示
第

14
60

号
の
改
正
概
要

 

横
架

材
の

上
端

の
相

互
間
の

垂
直

距
離

が
3.
2
ｍ

を
超

え
る

場
合
は

、
「

木
造
の

継
手

及
び
仕

口
の

構

造
方
法
を
定
め
る
件
」（

平
成

12
年
建
設

省
告
示

第
14
60

号
。
以
下
「
告

示
第

14
60

号
」
と
い
う

。）

第
２
号
の
各
表
に
よ
ら
ず
、
当
該
仕
口
の
周
囲
の
軸
組
の
種
類
及
び
配
置
を
考
慮
し
て
柱
頭
又
は
柱
脚
に

必
要
と
さ
れ
る
引
張
力
が
、
当
該
部
分
の
引

張
耐
力
を
超
え
な
い
こ
と
が
確
か
め
ら
れ

る
方
法
（
以
下
「
Ｎ

値
計

算
法
」

と
い
う

。
）
に

よ
ら

な
く

て
は
な

ら
な
い

こ
と

と
し

た
。
Ｎ

値
計
算

法
の

詳
細

は
今
後

解
説

等
で
示
す
予
定
で
あ
る
。

 

存
在
壁
量
に
算
入
す
る
準
耐
力
壁
等
の
必
要
壁
量
に
対
す
る
割
合
が
各
階
・
各
方
向
い
ず
れ
も
２
分
の

１
以
下
で
あ
る
場
合
は
、
柱
頭
・
柱
脚
の
接

合
方
法
の
検
証
に
つ
い
て
は
、
準
耐
力
壁
等
の
壁
倍
率
は
０

と
す
る
こ
と
が
選
択
で
き
る

。
た
だ
し
、
倍

率
が

1.
5
倍
を
超
え
る
準
耐
力
壁
等
が
取
り
付
く
柱
の
柱

頭
・
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柱
脚
に
つ
い
て
は
、
存
在
壁
量
に
算
入
し
た
準
耐
力
壁
等
を
含
め
て
接
合
方
法
の
検
証
を
行
う

必
要

が
あ

る
。
各
階
・
各
方
向
い
ず
れ
か
で

存
在
壁
量
に
算
入
す
る
準
耐
力
壁
等
の

必
要
壁
量

に
対
す
る
割
合

が
２

分
の
１
を
超
え
る
場
合
は
、
存
在
壁
量
に
算
入
し
た

全
て
の
準
耐
力
壁
等
を
含
め
て

接
合
方
法
の
検

証
を

行
う
。
 

 ５
 
木
造
建
築
物
の
規
模
に
応
じ
た
適
用
規
定

に
つ
い
て

 

 
 
階
数
が
３
以
上
の
木
造
建
築
物
は
法
第

20
条
第
１
項
第
３
号

の
規
定
に
基
づ
き
構
造
計
算

が
必

要
で

あ
る
が
、
２
（
６
）
の
改
正
に
よ
り
壁
量
計

算
が
不
要
と
な
る
。
壁
量
計
算
が

不
要
で
あ
る
建
築
物
に
つ

い
て
適
用
さ
れ
る
規
定
を
以
下
の
と
お
り
示
す

。
 

 （
１
）
高
さ
が

16
m
以
下
か
つ
階
数
が
３
の
木
造
建
築
物

 

①
 
告
示
第

11
00

号
第
５
の
適
用

 

２
（
６

）
に
示
す
条
件
に
適
合
す
る

木
造
建
築
物
で
あ
っ
て
、
告
示
第

18
99

号
に
規
定
す
る

構
造

計
算
を
実
施
す
る
場
合
、
壁
量
計
算
が
不
要
と
な
る
。

 

＜
適
用
規
定
＞
 

・
許
容
応
力
度
計
算
（
令
第

82
条
（
告
示
第

18
99

号
第
１
号
））

 

・
屋
根
ふ
き
材
（
令
第

82
条
の
４
）
 

・
層
間
変
形
角
（
同

告
示
第
２
号
（
令
第

82
条
の
２
））

 

・
偏
心
率
（
同
告
示
第
３
号
（
令

82
条
の
６
第
２
号
ロ
））

 

・
高
さ
が

13
m
を
超
え

16
m
以
下
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
剛
性
率
（
令

82
条
の
６
第
２
号
イ
）
又
は

壁
量
充
足
率
比
（

同
告
示
第
４
号
）
 

 ②
 
２
項
ル
ー
ト
の
適
用

 

令
第

46
条
第
２
項
第
１
号
ハ
に
規

定
す
る
構
造
計
算
を
実
施
す
る
場
合
、
壁
量
計
算
が
不
要
と

な
る
。
 

＜
適
用
規
定
＞
 

・
材
料
制
限
等
（
令
第

46
条
第
２
項
第
１
号
イ
及
び
ロ
）

 

・
許
容
応
力
度
計
算
（
令
第

82
条
（
告
示
第

18
99

号
第
１
号
））

 

・
屋
根
ふ
き
材
（
令
第

82
条
の
４
）
 

・
層
間
変
形
角
（
同

告
示
第
２
号
（
令
第

82
条
の
２
））

 

・
偏
心
率
（
同
告
示
第
３
号
（
令

82
条
の
６
第
２
号
ロ
））

 

 （
２
）
高
さ
が

16
m
を
超
え

31
m
以
下
又
は
階
数
が
４
以
上
の
木
造
建
築
物

 

許
容
応
力
度
等
計
算
（
ル
ー
ト
２
）
を
実
施
す
る
。
告
示
第

11
00

号
に
規
定
す
る
壁
量
計
算
は
階

数
が
３
以
下
の
木
造
建
築
物

を
対
象
と
し
て
お
り
、
２
項
ル
ー
ト
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

 

＜
適
用
規
定
＞
 

・
材
料
制
限
等
（
令
第

46
条
第
２
項
第
１
号
イ
及
び
ロ
）

 

・
許
容
応
力
度
等
計
算
（
令
第

82
条
の
６
）
 

な
お
、
同
条
第
１
号
に
層
間
変
形
角
・
屋
根
ふ
き
材
、
第
２
号
に
偏
心
率
・
剛
性
率

が
規
定
さ
れ
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て
い
る
。
 

  第
５

 
学
校
の

木
造

の
校
舎

に
係

る
柱
、

軸
組

等
の
基

準
（

改
正
前

の
令

第
48

条
関

係
）

 

 １
 
改
正
令
の
概
要
 

令
第

48
条
を
廃
止
し
た
。

 

 ２
 
新
設
告
示
の
概
要
 

令
改
正
に
伴
い
、
令
第

80
条
の
２
第
１
号
の
規
定
に
基
づ
き
、「

学
校
の
木
造
の
校
舎
の
構
造
方
法
に

関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
」（

令
和
６
年
国
土
交
通
省
告
示
第

44
5
号
）
を

新
設

し
、
改
正
前
の
令
第

48
条
に
規
定
す
る
学
校
の
木
造
の
校
舎
に
係
る
柱
、
軸
組
等
の
基
準
を
位
置
づ
け

た
。
 

今
般
の
改
正
に
伴
い
、
第
４
の
２
（
６
）
の
構
造
計
算
を
実
施
し
た
場
合
に
つ
い
て
、
改
正
前
の

令
第

48
条
第
１
項
の
基
準
に
相
当
す
る
同
告
示

の
基
準

を
適
用
除
外
で
き
る
こ
と
と

し
た
。
 

  第
６

 
構
造
耐

力
上

主
要
な

部
分

で
あ
る

鋼
材

の
接
合

方
法

の
見
直

し
（

令
第

67
条
関

係
）

 

 １
 
改
正
令
の
概
要
 

改
正
前
に
お
い
て
認
め
ら
れ
て
い
る
軒
高
９

m
以
下
、
張
り
間

13
m
以
下
か
つ
延
べ
面
積

3,
00
0
㎡
以

内
の

建
築
物

に
加
え

、
告
示

に
お

い
て

定
め
る

一
定
の

規
模

等
の

要
件
を

満
た
す

建
築

物
に

つ
い
て

も
、

鋼
材
の
接
合
方
法
と
し
て
、
高
力
ボ
ル
ト
接
合
等
に
よ
ら
ず
と
も
ボ
ル
ト
が
緩
ま
な
い
よ
う
に
必
要
な
措

置
を
講
じ
た
ボ
ル
ト
接
合
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

 

 ２
 
改
正
告
示
の
概
要
 

令
改

正
に
伴

い
、
「

ボ
ル
ト

接
合

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
安

全
上

支
障

が
な

い
建

築
物

の
基

準
を

定
め

る
件
）」
（
令
和
６
年
国
土

交
通
省
告
示
第

95
5
号
）
を
新
設
し
、
告
示
で
定
め

る
建
築
物

の
要
件
を
、「

地

階
を
除
く
階
数
が
３
以
下
、
高
さ
が

16
ｍ
以
下
、
延
べ
面
積
が

50
0
㎡
以
内
、
架
構
を
構
成
す
る
柱

の
相

互
の
間
隔
が
６
ｍ
以
下
の
鉄
骨
造
の
建
築
物
で
あ
っ
て
、
ボ
ル
ト
孔
の
ず
れ
を
含
め
た
層
間
変
形
角
の
計

算
方
法
に
よ
り
、
令
第

82
条
の
２
に
適
合
す
る
こ
と
が
確
か
め
ら
れ
た
も
の
」
と
し
た
。

 

  第
７

 
経
過
措

置
 

 

第
２
及
び
第
４
の
木
造
の
建
築
物
に
お
け
る
柱
の
小
径

の
確
認
及
び
壁
量
計
算

に
つ
い
て
は
、
改
正

後
の

基
準
の
円
滑
施
行
の
観
点
か
ら
、
告
示
施
行
後
１
年
間
（
令
和
８
年
３
月

31
日
ま
で
）
は
、
地
階
を
除
く

階
数
が
２
以
下
、
高
さ
が

13
ｍ
以
下
及
び
軒
の
高
さ
が
９
ｍ
以
下
で
あ
る
延
べ
面
積
が

30
0
㎡
以
内

の
木

造
の
建
築
物
に
限
り
、
改
正
後
の
基
準
に
よ
る
こ
と
と
す
る
た
め
の
設
計
の
変
更
に
時
間
を
要
す
る
こ
と
等


四角形



1
0
 

に
よ
り
、
当
該
基
準
に
よ
り
難
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
改
正
前
の
基
準
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
経

過
措
置
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。

本
経
過
措
置
の
適
用
上
の
留
意
点
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

 ①
 
審
査
内
容
 

経
過
措
置
を
適
用
す
る
場
合

で
あ
っ
て
も
、
柱
の
小
径
及
び
壁
量
に
つ
い
て
改
正
前
の
基
準
に
適

合
し
て
い
る
こ
と
の
審
査
が
な
さ
れ
る

こ
と
と
な
る
。

 

 ②
 
柱
の
小
径
の
確
認
 

経
過
措
置
を
適
用
し
て
柱
の
小
径
の

確
認
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第
２
（
２
）
小
径
の
確
認

が
不
要
な
柱
に
つ
い
て
は
適
用
し
な
い
こ
と
と
な
る
た
め
、

改
正
前
の
告
示
第

13
49

号
の
構

造
計

算
を
行
う
場
合
を
除
き
、

全
て
の
柱
に
つ
い
て
小
径
の
基
準
へ
の
適
合
を
求
め
る
こ
と
と
な
る
。

 

 ③
 
壁
量
計
算

 

経
過
措
置
を
適
用
し
て
改
正
前
の
基
準
に
よ
り
壁
量

の
算
定
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
第
４（

１
）

存
在
壁
量
へ
の
準
耐
力
壁
等
の
算
入

及
び
（
２

）
高
い
耐
力
を
有
す
る
壁
の
倍
率
の
上
限
の
見
直
し

を
適
用
し
な
い
こ
と
と

な
る
た
め
、
準
耐
力
壁
等
の
算
入
は
不
可
で
倍
率
の
上
限
は
５
と
な
る

。
 

 ④
 
様
式
の
記
載
事
項
 

建
築
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和

25
年
建
設
省
令
第

40
号
。
以
下
「
施
行
規
則
」
と
い
う
。）

を
改

正
し
、
別
記
第
２
号
様
式
の
確
認
申
請
書
と
別
記
第
３
号
様
式
の
建
築
計
画
概
要
書
に
、
経
過
措
置

の
適
用
の
有
無
の
記
載
欄
を
設
け
る
予
定
で
あ
る
。

 

 ⑤
 
提
出
図
書
 

建
築
確
認
及
び
検
査
に
お
い
て
は
、
改
正
後
の
基
準
に
よ
り
難
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
適
合
す

る
こ
と
の
確
認
に
必
要
な
図
書
の
提
出
は
必
要
な
い
。

 

 ⑥
 
建
築
主
等
へ
の
説
明

 

経
過
措
置
の
適
用
あ
た
っ
て

は
、
建
築
士
は
建
築
主
等
に
対
し
て
経
過
措
置
を
適
用
す
る
こ
と
及

び
そ
の
理
由
並
び
に
設
計
に
よ
っ
て
は
令
和
８
年
４
月
１
日
以
降

に
既
存
不
適
格
と
な
る
可
能
性
が

あ
る
こ
と
に
つ
い
て
説
明
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 

  第
８

 
既
存
不

適
格

建
築
物

の
取

扱
い

 

 

既
存
建
築
物
の
増
築
等
に
つ
い
て
法
第

86
条
の
７
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
施
行
規
則
第

１
条
の
３
第
１
項
に
お
い
て
、
建
築
確
認
に
係
る
申
請
書
の
添
付
図
書
と
し
て
同
項
表

２
第
(6
3)
項
に

規
定

す
る
既
存
不
適
格
調
書
を
提
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

。
 

今
般
の

改
正
に

伴
い
、

階
数
が
２

以
下
の

既
存
の

木
造
建
築

物
で
あ

っ
て
、

延
べ
面
積
が

30
0

㎡
を
超

え
、
50
0
㎡
以
内
の
も
の
に
つ
い
て

施
行
日
後

に
増
築
等
を
行
う
場
合
に

は
、
新
た
に
構
造
計
算
が
必
要
と



1
1

 

な
る

。
こ

の
場
合

に
お
い

て
は
、
「

既
存
不

適
格
建

築
物
の
増

築
等
に

係
る
建

築
確
認
の

申
請
手

続
き
の

円

滑
化
に
つ
い
て
（
技
術
的
助
言
）」
（
平
成

21
年
国

住
指
第

21
53

号
）
の
１
.
（
１
）
か
ら
（
４
）
ま
で
に

掲
げ
る
図
書
等
に
お
い
て
必
要
な
事
項
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
で
き
れ
ば
、
当
該
建
築
物
に
対
し
て

新
た
に
構
造
計
算
を
実
施
し
な
く
と
も
、
既
存
不
適
格
建
築
物
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

 

な
お
、
階
数
が
２
以
下
の

既
存
の
木
造
建
築

物
で
あ
っ
て
、
延
べ
面
積

が
30
0
㎡
以
内
の
も
の
に
つ

い
て

施
行
日
後
に
増
築
等
を
行
う
場
合
に

は
、
改
正
後
の
壁
量
に
関
す
る
基
準
等
に
よ
る

確
認
を
行
っ
た
う

え
で
、

既
存
不
適
格
建
築
物
と
し
て
取
り
扱
う
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
こ
と
に
な
る
。

 

  第
９
 

必
要
壁

量
等

の
算
定

の
た

め
の
設

計
支

援
ツ
ー

ル
の

整
備

 

 

実
際
の
建
築
計
画
に
お
い

て
、
第
２
の
２
（
１
）
及
び

第
４
の
２
（
３
）
の
算
定
式
等
を
直
接
用
い

な
く

と
も

容
易
に
必
要
壁
量
及
び
柱
の
小
径

の
算
定
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
次
の

２
種
類
の
設
計
支
援
ツ
ー
ル
を

整
備

し
た
。

 

 

１
 
早
見
表
 

早
見
表
か
ら
、
建
築
計
画
に
一
番
近
い
、
建
築
物
の
各
階
の
階
高
、
１
階
の
床
面
積
に
対
す
る
２
階
の

床
面
積
の
比
、
屋
根
及
び
外
壁
の
仕
様
、
太
陽
光
発
電
設
備
等
の
有
無
を
選
択
す
る
こ
と
に
よ
り
、
必
要

な
壁
量
の
算
定
に
用
い
る
床
面
積
に
乗
ず
る
値
及
び
柱
の
小
径
が

算
定
さ
れ
る

。
 

 

２
 
表
計
算
ツ
ー
ル
 

表
計

算
ツ
ー

ル
の

所
定

の
欄

に
、

建
築

物
の

各
階

の
階

高
、

各
階

の
床

面
積

、
屋

根
・

外
壁

の
仕

様
、

太
陽
光
発
電
設
備
等
の
有
無
を
選
択
す
る
こ
と
で
、
必
要
な
壁
量
の
算
定
に
用
い
る
床
面
積
に
乗
ず
る
値

及
び
柱
の
小
径
が
自
動
的
に
算
定
さ
れ
る
。

 

太
陽
光
発
電
設
備
等
の
重
量
、
天
井
及
び
外
壁
に
用
い
る
断
熱
材
の
密
度
及
び
厚
さ
は
、
初
期
値
が

与

え
ら
れ
て
い
る
が
、
実
況
に
合
わ
せ
て
任
意
に
入
力
す
る
こ
と
も
可
能
と
し
て
い
る
。

 

ま
た
、
柱
の
小
径
に
つ
い
て
は
、
次
の

３
種
類
の
方
法
に
よ
る
算
定
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

 

①
 
す
ぎ
の
無
等
級
材
を
前
提
と
し
た
柱
の
小
径
を
算
定

 

②
 
柱
の
材
料
の
樹
種
と
等
級
を
選
択
し
て
、
柱
の
小
径
を
算
定

 

③
 
柱
の
材
料
の
樹
種
、
等
級
を
選
択
し
、
柱
の
小
径
に
応
じ
て
当
該
柱
が
負
担
可
能
な
床
面
積
を
算
定

 

 ３
 
そ
の
他
 

設
計
支
援
ツ
ー
ル
（
早
見
表
及
び
表
計
算
ツ
ー
ル
）
は
、
以
下
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
無
償
で
公

表
し
て
い
る
。
 

 

公
益
財
団

法
人
 
日
本
住
宅
・
木
材
技
術
セ
ン
タ
ー

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
 

 
UR
L：

ht
tp
s:
//
ww
w.
ho
wt
ec
.o
r.
jp
/p
ub
li
cs
/i
nd
ex
/4
11
/
 

 

設
計
支
援
ツ
ー
ル
に
お
い
て
採
用
し
て
い
る
荷
重
等
の
諸
元
は
、
大
部
分
の
計
画
が

網
羅
で
き
る

よ
う

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/
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2
 

に
設
定
し
て
い
る
た
め
、
よ
り
合
理
的
な
建
築
計
画
が
必
要
な
場
合
は
、
改
正

後
の
基
準
に
よ
る
算

定
式

に
よ
り
直
接
検
証
す
る
こ
と
や

構
造
計
算
に
よ
り
検
証
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

 

な
お
、
確
認
申
請
に
お
い
て
、
基
本
的
に

、
早
見
表

や
表
計
算
ツ
ー
ル
の
出
力
結
果
の
提
出
ま
で
は
求

め
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

  第
10

 
設
計

上
の

留
意
事

項
 

 

省
エ
ネ
化
等
に
よ
り
建
築
物
が
重
量
化
、
高
階
高
化
す
る
こ
と
や
、
第
４
の
２
（

２
）
に
よ
る
高
耐
力

の
壁
等
を
用
い
る
こ
と
に
よ
る
壁
等
の
周
囲
の
部
材
へ
の
影
響
な
ど
を
考
慮
し
、
以
下
の
内
容
に
つ
い

て
、
設
計
上
配
慮
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
今
後
、

解
説
等
で
示
す
予
定

で
あ
る
。

 

 １
 
床
組
等
の
検
討
 

重
量
の
大
き
な
建
築
物
の
ほ
か
、
特
に
大
き
な
床
開
口
を
有
す
る
場
合
や
、
整
形
で
な
い
平
面
形
状
の

建
築
物
な
ど
の
場
合
に
は
、
上
部
の
水
平
力
を
下
部
の
壁
に
伝
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
住
宅
性
能
表

示
制
度
の
評
価
方
法
基
準
に
お
け
る
告
示
（
平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示
第

13
47

号
）
第
５
 1
-1
（
3
）

ホ
②
③
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
床
組
等
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
 

 

２
 
接
合
部
の
検
討
 

重
量
の
大
き
な
建
築
物
の
ほ
か
、
高
耐
力
の
壁
を
用
い
る
建
築
物
な
ど
の
場
合
に
は
、
耐
力
壁
が
壊
れ

る
前
に
接
合
部
が
外
れ
て
し
ま
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、
住
宅
性
能
表
示
制
度
の
評
価
方
法
基
準
に
お
け
る

告
示
第
５
 
1-

1（
3）

ホ
④
に
規
定
す
る
方

法
に
よ
り
、

胴
差
と
柱
の
接
合
部
、
床
と
屋
根
の
接
合
部
に

つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る

。
 

 

３
 
横
架
材
及
び
基
礎
の
検
討

 

重
量
の
大
き
な
建
築
物
の
ほ
か
、
高
耐
力
の
壁
を
用
い
る
建
築
物
等
の
場
合
に
は
、
鉛
直
荷
重
に
対
し

て
十
分
な
耐
力
を
横
架
材
が
有
す
る
ほ
か
、
水
平
力
に
よ
り
上
部
構
造
に
生
じ
る
引
張
力
に
対
し
て
十
分

な
耐
力
を
基
礎
が
有
す
る
よ
う
、
住
宅
性
能
表
示
制
度
の
評
価
方
法
基
準
に
お
け
る
告
示
第

５
 1
-1
（
3）

ホ
⑤
に
規
定
す
る
方
法
等
に
よ
り
、
横
架
材
・
基
礎

に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

 

  第
11

 
そ
の

他
の

構
造
関

係
告

示
の

改
正

 

  
令
和
６
年
６
月

27
日
に
以
下
の
改
正
告
示
を
公
布
し
た
。

 

・
枠

組
壁

工
法

又
は

木
質

プ
レ

ハ
ブ

工
法

を
用

い
た

建
築

物
又

は
建

築
物

の
構

造
部

分
の

構
造

方
法

に
 

関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
（
平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示
第

15
40

号
）
 

・
柱
と
基
礎
と
を
接
合
す
る
構
造
方
法
等
を
定
め
る
件
（
平
成

28
年
国
土
交
通
省
告
示
第

69
0
号

）
 

・
床
組
及
び
小
屋
ば
り
組
に
木
板
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
を
打
ち
付
け
る
基
準
を
定
め
る
件
（
平
成



1
3
 

28
年
国
土
交
通
省
告
示
第

69
1
号
）

令
和
６
年
７
月
中
に
以
下
の
改
正
告
示
を
公
布
予
定
で
あ
る
。

・
建
築
物
の
基
礎
の
構
造
方
法
及
び
構
造
計
算
の
基
準
を
定
め
る
件
（
平
成

12
年
建
設
省
告
示
第

13
47

号
）

・
建
築
物
の
基
礎
、
主
要
構
造
部
等
に
使
用
す
る
建
築
材
料
並
び
に
こ
れ
ら
の
建
築
材
料
が
適
合
す
べ
き

日
本
産
業
規
格
又
は
日
本
農
林
規
格
及
び
品
質
に
関
す
る
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
（
平
成

12
年
建

設
省
告
示
第

14
46

号
）

・
地
盤
の
許
容
応
力
度
及
び
基
礎
ぐ
い
の
許
容
支
持
力
を
求
め
る
た
め
の
地
盤
調
査
の
方
法
並
び
に
そ
の

結
果

に
基

づ
き

地
盤

の
許

容
応

力
度

及
び

基
礎

ぐ
い

の
許

容
支

持
力

を
定

め
る

方
法

等
を

定
め

る
件

（
平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示
第

11
13

号
）

・
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
の
建
築
物
又
は
建
築
物
の
構

造
部
分
の
構
造
方
法
に
関
す
る
安
全
上
必
要
な
技

術
的
基
準
を
定
め
る
件
（
平
成

14
年
国
土
交
通
省
告
示
第

41
0
号
）

・
建
築
基
準
法
施
行
令
第

36
条
の
２
第
５
号
の
国
土
交
通
大
臣
が
指
定
す
る
建
築
物
を
定
め
る
件
（
平

成
19

年
建
設
省
告
示
第

59
3
号
）



1
 

国
住

指
第

2
7
6
号

令
和
６
年

10
月

25
日

各
都
道
府
県

建
築
行
政
主
務
部
長
 

殿

国
土
交
通
省

住
宅
局

建
築
指
導
課
長

（
公
印
省
略
）

 
 
 

枠
組
壁
工
法
又
は
木
質
プ
レ
ハ
ブ
工
法
を
用
い
た
建
築
物
又
は
建
築
物
の
構
造
部
分
の
構
造
方
法

に

関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
等

の
改
正
に
つ
い
て

（
技
術
的
助
言
）

枠
組

壁
工

法
又

は
木

質
プ

レ
ハ

ブ
工

法
を

用
い

た
建

築
物

又
は

建
築

物
の

構
造

部
分

の
構

造
方

法
に

関

す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
（
令
和
６
年
国
土
交
通
省
告
示

第
96
4
号
）
が
令
和
６
年

６
月

27
日
に
公
布
さ
れ

、
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る

。

ま
た
、
現
場
打
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
型
わ
く
及
び
支
柱
の
取
り
外
し
に
関
す
る
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る

告
示
（
令
和

６
年
国
土
交
通
省
告
示
第

10
05

号
）
に

つ
い
て
も
、
令
和
６
年
７

月
９
日
に
公
布
さ
れ
、
令

和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行

（
一
部
公
布
日
施
行
）
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る

。

さ
ら
に
、
建
築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改
修
の
促
進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
及
び
建
築
基
準
法

施
行

令
第

八
十

一
条

第
二

項
第

一
号

イ
に

規
定

す
る

国
土

交
通

大
臣

が
定

め
る

基
準

に
従

っ
た

構
造

計
算

に
よ

り
枠

組
壁

工
法

又
は

木
質

プ
レ

ハ
ブ

工
法

を
用

い
た

建
築

物
又

は
建

築
物

の
構

造
部

分
の

安
全

性
を

確
か

め
た

場
合

の
構

造
計

算
書

を
定

め
る

件
の

一
部

を
改

正
す

る
告

示
（

令
和

６
年

国
土

交
通

省
告

示
第

10
12

号
）
に
つ
い
て
も
、
令
和

６
年
７
月

10
日
に
公
布
さ
れ
、
令
和
７
年
４
月
１
日

か
ら
施
行
さ
れ

る
こ

と
と
な
っ

て
い
る
。

加
え
て
、
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
の
建
築
物
又
は
建
築
物
の
構
造
部
分
の
構
造
方
法
に
関
す

る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
等
の
件
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
（
令
和
６
年
国
土
交
通
省
告

示
第

11
67

号
）
に
つ
い
て

も
、
令
和
６
年
９
月

19
日
に
公
布
さ
れ
、
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
。

つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
の
運
用

に
係
る
細
目
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法

（
昭
和

22
年
法
律
第

67
号

）
第

24
5
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
技
術
的
助
言
と
し
て
、
下
記
の
と
お
り
通
知
す
る

の
で
、
そ
の

運
用

に
遺
漏
な
き
よ
う
お
願
い
す
る
。

貴
職
に
お
か
れ
て
は
、
貴
管
内
特
定
行
政
庁
及
び
貴

都
道
府
県
知
事
指
定
の
指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
し

て
も
、
こ
の
旨

周
知
方
お
願
い
す
る
。

な
お
、
国
土
交
通
大
臣
指
定
又
は
地
方
整
備
局

長
指
定
の
指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
し
て
も
、
こ
の
旨
周

知
し
て
い
る
こ
と

を
申
し
添
え
る
。


四角形

fujimoto-a2tr
テキストボックス
別紙４－２
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 記
 

 第
１
 

枠
組
壁

工
法

に
関
す

る
基

準
の
見

直
し

 

（
平
成

13
年

国
土

交
通
省
告

示
第

15
4
0
号

及
び
平

成
1
9年

国
土
交

通
省

告
示
第

8
26

号
関
係

）
 

 

「
枠

組
壁

工
法

又
は

木
質

プ
レ

ハ
ブ

工
法

を
用

い
た

建
築

物
又

は
建

築
物

の
構

造
部

分
の

構
造

方
法

に

関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件

」（
平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示
第

15
40

号
。
以
下
「
告

示
第

15
40

号
」
と
い
う
。）

に
つ
い
て
以
下
の
と
お
り
改
正
す
る
と
と
も
に
、
「

構
造
耐
力
上
主
要
な

部
分

で
あ
る
壁
及
び
床
版
に
、
枠
組
壁
工
法
に
よ
り
設
け
ら
れ
る
も
の
を
用
い
る
場
合
に
お
け
る
技
術
的
基
準
に

適
合
す
る
当
該
壁
及
び
床
版
の
構
造
方
法
を
定
め
る
件

」（
平
成

13
年
国
土
交

通
省

告
示
第

15
41

号
。

以

下
「
告
示
第

15
41

号
」

と
い
う
。
）
に
定
め

ら
れ
て
い
た

建
築
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和

25
年
建
設

省
令

第
40

号
）
第
８
条
の
３

の
規
定
に
基
づ
く

耐
力
壁
の
仕
様
等

の
構
造
方
法
を
告
示
第

15
40

号
に
規

定
し

た
。
ま
た
、
木
質
接
着
パ
ネ
ル
工
法
（
木
質
プ
レ
ハ
ブ
工
法
よ
り
名
称
を
変
更
）
に
つ
い
て
は
、
告
示
を
新

設
す
る
予
定

で
あ
り
、
告
示
第

15
40

号
か
ら
当
該
工
法
に

関
連
す
る
規
定
を
削
除

し
た
。
こ
れ
ら
に
伴

い
、

告
示
第

15
41

号
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
告

示
第

15
40

号
の
名
称
を
「
枠
組
壁
工
法
を
用
い
た
建
築
物
又

は
建
築
物
の
構
造
部
分
の
構
造
方
法
に
関
す
る
安
全
上
必
要
な
技
術
的
基
準
を
定
め
る
等
の
件
」
に
改
正
し

た
。

 

ま
た

、「
建

築
基

準
法

施
行

令
第
八

十
一
条

第
二

項
第

一
号
イ

に
規
定

す
る

国
土

交
通
大

臣
が
定

め
る

基

準
に

従
っ

た
構

造
計

算
に

よ
り

枠
組

壁
工

法
又

は
木

質
プ

レ
ハ

ブ
工

法
を

用
い

た
建

築
物

又
は

建
築

物
の

構
造
部
分

の
安

全
性
を

確
か
め
た
場

合
の

構
造
計

算
書
を
定
め

る
件

」（
平
成

1
9
年
国
土
交

通
省

告
示

第

82
6
号
。
以
下
「
告
示
第

82
6
号
」
と
い
う
。）

の
一
部
を
以
下
の
と
お
り
改
正
し
た
。

 

 １
 
壁
量
基
準
等
の
整
備
 

 （
１
）

存
在
壁
量
へ
の
準
耐
力
壁
等
の
算
入
（

告
示
第

15
40

号
第
５
第
４
号
表
３

関
係
）
 

存
在
壁
量
（
木
造
建
築
物
の
各
階
に
設
け
ら
れ
る

耐
力
壁
等
の
長
さ
に
、
耐
力
壁
等
の
種
類
ご

と
に

定
め
ら
れ
た
倍
率
を
乗
じ
て
得
た
数
値
の
合
計
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

に
つ
い

て
、
改
正
前
の
規
定
で

は
耐
力
要
素
と
し
て
見
込
ん
で
い
な
い
開
口
部
ま
わ
り
な
ど
の
垂
れ
壁
・
腰
壁
等
（
以
下
「
準
耐
力
壁

等
」
と
い
う

。）
に
つ
い
て
も
、
一
定
の
耐
震
性
へ
の
寄
与
が
期
待
で
き
る
こ
と
か
ら
、
今
般
新
た
に
倍

率
を
設
定
し
、
存
在
壁
量
に
算
入
で
き
る
よ
う
に
し
た
。

 

存
在
壁
量

に
算
入
可
能
な
準
耐
力
壁
等
は
、

告
示
第

15
40

号
第
５
第
６
号
に
規
定
す
る

耐
力

壁
線

上
に
な
い
間
仕
切
壁
と

、
垂
れ
壁
及
び
腰

壁
で
あ
る
。
具
体
的
な
構
造
方
法
の
基
準
及
び
倍
率
の
算
定

方
法
は
、
以
下
の
表
１

の
と
お
り
と
し
た
。
 

 
 



3
 

表
１
 
準
耐
力
壁
等
の
基
準
・
倍
率

 
 

間
仕
切
壁
 

垂
れ
壁
・
腰
壁

 

材
料
 

面
材
 

面
材
 

く
ぎ
打
ち
 

壁
の
枠
組
の

全
面
に
く
ぎ
打
ち

 
壁
の
枠
組
の
全
面

に
く
ぎ
打
ち
 

幅
 

90
ｃ
ｍ
以
上
 

90
ｃ
ｍ
以
上
か
つ

２
ｍ
以
下

※
１
 

高
さ
 

横
架
材
間
内
法
寸
法
 

36
ｃ

ｍ
以
上

※
１
 

そ
の
他
 

―
 

両
側
の
耐
力
壁

の
枠
組
の
そ
れ
ぞ
れ
に
 

連
続
す
る

こ
と
 

倍
率
 

 

 

※
１
 
複
数
の
面
材
を
使
用
す
る
場
合
は
、
同
じ
材
料
で
一
続
き
と
な
っ
て
い
る
場
合
に
限
る
。

 

※
２

 
間
仕
切
壁
の
倍
率
（
両
面
に
設
け
た
場
合
を
含
む
）
が

1.
5
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当

該
壁

の
周
辺
を
有
効
に
補
強
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
当
該
壁
の
直
下
が
基
礎
・
土

台
で
あ
る
こ
と
等
）
。
 

 （
２
）
地
震
に
対
す
る
必
要
壁
量
の
算
定
の
基
準
の
見
直
し
（

告
示
第

15
40

号
第

５
第
４
号
イ
関
係
）
 

枠
組
壁
工
法
を
用
い
た

建
築
物
の
地
震
に
関
す
る
必
要
壁
量
に
つ
い
て
、
以
下
の
算
定
式
に
よ
り
算

定
す
る
こ
と
と
し
た
。
な
お
、
改
正
前
の
基
準
と
同
様
、
積
載
荷
重
に
は
積
雪
荷
重

を
含
む
も
の

と
し

て
い
る
。
 

 

＜
算
定
式
（
床
面
積
あ
た
り
の
必
要
壁
量
）
＞

 

Lw
 ＝

（
Ai
・
Co
・

Σ
wi
）
/（

0.
01
96
・
Af
i
）
 

 

Lw
：

単
位
面
積

あ
た
り
の
必
要
壁
量
（
㎝
／
㎡
）

 

Ai
：
層
せ
ん
断
力
分
布
係
数

 

（
昭
和

55
年
建
設
省
告
示
第

17
93

号
第
３
に
定
め
る
式
に
よ
り
算
出
し
た
数
値
）

 

Co
：
標
準
せ
ん
断
力

係
数
 

0.
2（

建
築
基
準
法
施
行
令
（

昭
和

25
年
政
令
第

33
8
号
。
以
下
「
令
」
と
い

う
。
）
第

88
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
し
た
区
域
の
場
合
は

0.
3）

と
す
る

。
 

Σ
wi

：
当
該
階
が

地
震
時
に
負
担
す
る
固
定
荷
重
と
積
載
荷
重
の
和

（
kN
）
 

（
多
雪
区
域
に
お
い
て
は

、
更
に
積
雪
荷
重

に
0.
35

を
乗
じ
て
得
た

数
値
を
加
え
る
） 

Af
i：

当
該
階
の
床
面
積
（
㎡
）

 

 （
３
）
地
震
に
対
す
る
必
要
壁
量
と
存
在
壁
量
の
比
較

（
告
示
第

15
40

号
第
５
第
４
号

関
係
）
 

各
階
及
び
各
方
向
に
つ
き
、
（
１
）
の

見
直
し
を
踏
ま
え
て
算
出
し
た
存
在
壁
量
が
（
２
）
で

算
出

し
た
必
要
壁
量
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
と
し
た
。

 

×
 
0.
6
 ×

 面
材
の
高
さ
の
合
計

横
架
材
間
内
法
寸
法

 
材

料
の
 

基
準

倍
率
 

材
料
の
 

基
準
倍
率
 
×

 0
.6

 
※

２
 

2
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そ
の
際
に
準
耐
力
壁
等
に
お
い
て

、
た
て
枠
の
折
損
等
に
よ
っ
て
構
造
耐
力
上
支
障
の
あ
る
急
激
な

耐
力
の
低
下
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
な
い
こ
と
が
確
か
め
ら
れ
た
場
合
を
除
き
、
存
在
壁
量
に
算
入
す
る

準
耐

力
壁

等
の

必
要

壁
量

に
対

す
る

割
合

は
２

分
の

１
以

下
と

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し
て

い
る
。
 

 （
４
）
構
造
計
算
ル
ー
ト
１
に
お
け
る

壁
量
充
足
率
比
の
確
認

（
告
示
第

15
40

号
第

11
第
２
号
ハ
関

係
）
 

脱
炭

素
社

会
の

実
現

に
資

す
る

た
め

の
建

築
物

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

の
向

上
に

関
す

る
法

律

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
４
年
法
律
第

69
号
）
に
よ
り
構
造
計
算
を
要
す
る
建
築
物
の
高

さ
を
合
理
化
し
、
ル
ー
ト
１
の
構
造
計
算
で
設
計
可
能
な
木
造
建
築
物
の
規
模
が

16
ｍ
以
下
に
拡

大
す

る
こ
と
に
伴
い
、
階
数
が
３
で
あ
っ
て
、
高
さ
が

13
ｍ
を
超
え
、
16
ｍ
以
下
の
も
の
に
つ
い
て
、
ル
ー

ト
１
の
構
造
計
算
に
よ
り
検
証
を
行
う
場
合
に
、
こ
れ
ま
で
の
ル
ー
ト
２
の
構
造
計
算
に
お
い
て
検
証

を
求
め
て
い
た
令
第

82
条
の
６
第
２
号
イ
に
規
定
す
る
剛
性
率
に
代
わ
り
、
各
階
の
壁
量
充
足
率
（
存

在
壁
量
を
必
要
壁
量
で
除
し
た
数
値
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

を
用
い
た
仕
様
規
定
の
確
認
を
求
め
る
こ

と
と
し
た
。
 

具
体
的
に
は
、
以
下
の
式
に
よ
り
各
階
の
壁
量
充
足
率
を
各
階
の
壁
量
充
足
率
の
平
均
値
で
除
し
た

値
（
以
下
「
壁
量
充
足
率
比
」
と
い
う
。）

を
算
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ

0.
6
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る

こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
剛
性
率
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
壁
量
充
足
率
比
の
確
認
は
不
要
で
あ

る
。
 

 

＜
算
定
式
（
壁
量
充
足
率
比
）
＞

 

R f
 =
 r

f 
/ 
r＿

f
 

R f
：
各
階
の
壁
量
充
足
率
比
（
≧

0.
6）

 

r f
：
各
階
の
壁
量
充
足
率

 

r＿

f：
当
該
建
築
物
に
つ
い
て
の

r f
の
相
加
平
均

 

 

（
５
）
必
要
壁
量
の
算
定
の
た
め
の

表
計
算
ツ
ー
ル
の
整
備

 

実
際
の
建
築
計
画
に
お
い
て
、（

２
）
の
算
定
式
等
を
直
接
用
い
な
く
と
も
容
易
に
必
要
壁
量
の
算
定

が
可
能
と
な
る
よ
う
、
一
般
社
団
法
人
日

本
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
建
築
協
会

に
お
い
て
、
表
計
算
ツ

ー
ル

を
整
備
し
た
。
 

表
計
算
ツ
ー
ル
の
所
定
の
欄
に
、
建
築

物
の
各
階
の
階
高
、
各
階
の
床
面
積
、
積
雪
区
域
の
積

雪
単

位
荷
重
、
屋

根
・
外
壁
の
仕
様
、
太
陽
光
発
電
設
備
等
の
有
無
を
選
択
す
る
こ
と
で
、
必
要
な
壁
量
の

算
定
に
用
い
る
床
面
積
に
乗
ず
る
値
が
自
動
的
に
算
定
さ
れ
る
。

 

太
陽
光
発
電
設
備
等
の
重
量
、
天
井
及
び
外
壁
に
用
い
る
断
熱
材
の
密
度
及
び
厚
さ
は
、
初
期
値
が

与
え
ら
れ
て
い
る
が
、
実
況
に
合
わ
せ
て
任
意
に
入
力
す
る
こ
と
も
可
能
と
し
て
い
る
。

 

表
計
算
ツ
ー
ル
は
、

以
下
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
開

し
て
い
る
。

 

 一
般
社
団
法
人
 

日
本
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
建
築
協
会

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

 

 
UR
L：

ht
tp
s:
//
ww
w.
2x
4a
ss
oc

.o
r.
jp
/t
ec
hn
ol
og
y/
te
ch
ni
ca
l/

 

 

https://www.2x4assoc.or.jp/technology/technical/
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表
計
算
ツ
ー
ル
に
お
い
て
採
用
し
て
い

る
荷
重
等
の
諸
元
は
、
大
部
分
の
計
画
が
網
羅
で
き
る
よ
う

に
設
定
し
て
い
る
が
、
よ
り
合
理
的
な
建
築
計
画
が
必
要
な
場
合
は
、
改
正
後
の
基
準
に
よ
る
算
定
式

に
よ
り
直
接
検
証
す
る
こ
と
や
構
造
計
算
に
よ
り
検
証
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

 

な
お
、
確
認
申
請
に
お
い
て
、
基
本
的
に
表
計
算
ツ
ー
ル
の
出
力
結
果
の
提
出
ま
で
は
求
め
な
い
こ

と
と
す
る
。
 

 ２
 
構
造
計
算
ル
ー
ト
２
の
創
設

（
告
示
第

15
40

号
第

10
及
び
告
示
第

82
6
号

第
２
号
関
係
）
 

以
下
の
条
件
に
適
合
す
る

地
階
を
除
く
階
数
が
６
以
下

の
枠
組
壁
工
法
を
用
い
た

建
築
物
は
、
架

構
形

式
及
び
建
築
物
の
部
分
に
応
じ
た
応
力
割
増
し
を
行
う
こ
と
で
、
ル
ー
ト
２
同
等
の

構
造
計
算
に
よ

り
安

全
性
を
確
か
め
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

し
た
。
 

 

 
＜
条
件
＞
 

・
耐
力
壁
の
上
部
の
端
根
太
及
び
側
根
太

に
は
、
厚
さ

89
㎜
以
上
の
集
成
材
規
格
に
規
定
す
る
構
造

用
集
成
材
、
木
質
接
着
成
形
軸
材
料
又

は
木
質
複
合
軸
材
料

を
使
用
し
、
床
根
太
、
耐
力
壁
の

上
枠

又
は
頭
つ
な
ぎ
及
び
床
材

に
構
造
耐
力
上
有
効
に
緊
結
す
る
こ
と
。

 

・
耐
力
壁
の

両
端
部
の
周
囲
の
部
材
の
種
類
及
び
配
置
を
考
慮
し
て
、
当
該

耐
力
壁
の
頂
部
又
は

脚
部

に
生
ず
る
引
張
力
が
、
当
該
部
分
の
引
張
耐
力
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
か
め
る
こ
と
。

 

・
耐
力
壁
の
壁
材
は
、
構
造
用
合
板
、
化
粧
ば
り
構
造
用
合
板
、
構
造
用
パ
ネ
ル
、
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ

ー
ド
、
構
造
用
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ
ー
ド
、

Ｍ
Ｄ
Ｆ

又
は
構
造
用
Ｍ
Ｄ
Ｆ
と
す
る
こ
と
。

 

 ３
 
そ
の
他
の
改
正
事
項
 

 （
１
）

床
根
太
・
た
る
き
に
関
す
る
規
定
の
合
理
化

 

（
告
示
第

15
40

号
第

４
第
３
号
及
び
第
７
号
ロ

並
び
に
第
７
第
２
号
及
び

第
９
号
ロ
関
係
）
 

改
正
前
の

規
定
で
は
床
根
太
・
た
る

き
の
間
隔
が

65
㎝
を
超
え
る
場
合
に
は
建
築
物
全
体
の
構
造

計
算
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
こ
ろ
、
床
版

、
小
屋
組
又
は

屋
根
版
に
つ
い
て

部
分
的
な
構
造
計
算

に
よ

る
検
証
を
行
う
こ
と
で

、
当
該
検
証
を
行

っ
た
床
版
、
小
屋
組
又
は
屋
根
版
の

床
根
太
・
た
る
き
の
間

隔
が

65
㎝

を
超
え
る
こ
と
が
で
き
る
こ

と
と

し
た

。
こ
の
と
き
、
床
版
及
び
小
屋
組
の
緊
結
方
法
の

規
定
は
適
用
除
外
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

 

 （
２
）

た
て
枠
と
床
組
と
の
金
物
等
に
よ
る
緊
結
の
合
理
化

 

（
告
示
第

15
40

号
第

11
第
２
号
及
び
第
３
号

関
係
）
 

外
壁

の
隅

角
部

又
は

開
口

部
の

両
端

に
あ

る
た

て
枠

と
床

組
と

の
金

物
等

に
よ

る
緊

結
に

係
る

規

定
（
告
示
第

15
40

号
第

５
第
９
号

）
に

つ
い
て
、
ル
ー
ト
１
の
構
造
計
算
を
行
う
こ
と
で
適
用
除
外
で

き
る
こ
と
と
し
た
。
 

 （
３
）

床
版
・
屋
根
版
の
面
材

へ
の
Ｍ
Ｄ
Ｆ
の
追
加
 

（
告
示
第

15
40

号
第

４
第
６
号
及
び
第
７
第
８
号

関
係
）
 

床
版
及
び
屋
根
版
に
使
用
可
能
な
面
材

と
し
て
、
従
前
の

構
造
用
合
板
や
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ
ー
ド
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等
に
加
え
、
Ｍ
Ｄ
Ｆ
を
追
加
し
た
。

 

  

第
２
 

伝
統
的

構
法

等
に
関

す
る

基
準
の

見
直

し
 

（
平
成

28
年

国
土

交
通
省
告

示
第

69
0
号
及

び
平
成

28
年
国

土
交
通

省
告

示
第
69

1
号

関
係
）

 

 

「
柱
と
基
礎
と
を
接
合
す
る
構
造
方
法
等
を
定
め
る
件
」（

平
成

28
年
国
土
交
通
省
告
示
第

69
0
号
。
以

下
「
告
示
第

69
0
号
」
と
い
う
。
）
及
び
「
床
組
及
び
小
屋
ば
り
組
に
木
板
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
を

打
ち
付
け
る
基
準
を
定
め
る
件
」（

平
成

28
年
国
土
交
通
省
告
示
第

69
1
号
。
以
下
「
告
示
第

69
1
号
」
と

い
う
。
）
の
一
部
を
以
下
の
と
お
り
改
正

し
た
。
 

 

１
 
耐
力
壁
線
間
距
離
の
規
定
の
見
直
し

（
告
示
第

69
1
号
第
２
号
ハ
関
係
）
 

伝
統
的
構
法
等
で
用
い
ら
れ
る
床
組
等
に
板
張
り
を
用
い
る
場
合
の
規
定
に
お
い
て
、
耐
力
壁
線
間
距

離
を
改
正
前
の
規
定
で
は
表
に
定
め
る
数

値
以
下
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
次
の

算
定

式
に
よ

り
計
算

し
た
数

値
（

最
大

耐
力
壁

線
間
距

離
）

以
下

で
な
け

れ
ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し
た
。 

 ＜
算
定
式
（
最
大
耐
力
壁
線
間
距
離
）
＞

 

𝑙
=

1
0
0

α
×
L
w
 

 

𝑙 
 ：

最
大
耐
力
壁
線
間
距
離
（

ｍ
）
 

α
  
：

耐
力
壁
線
の
配
置

に
応
じ
た
数
値
（

1/
4,
 1
/2
, 
１
の
い
ず
れ
か
）

 

L
w
：
昭
和

56
年
建
設
省
告
示
第

11
00

号
第
３
第
１
項
第
１
号
に
規
定
す
る
単
位

面
積
当

た
り
の
必
要
壁
量
（

㎝
／
㎡
）
 

 

２
 
階
高
が

3.
2ｍ

を
超
え
る
場
合
の

取
扱
い
 

伝
統
的
構
法
等
に
関
す
る
規
定
に
つ
い
て
、
階
高
（
当
該
階
の
横
架
材
上
端
の
相
互
間
距
離
）
が

高
く

な
る
ほ
ど
構
造
上
不
利
と
な
る
こ
と
か
ら
、

階
高
が

3.
2ｍ

を
超
え
る
場
合
は

制
限
を
設
け
る
こ
と

と
し

た
。
 

具
体
的
に
は
、
表
２
の
と
お
り
（
ろ
）
欄
に
掲
げ
る
値
に
（
は
）
欄
に
掲
げ
る
算
定
式
に
よ
り

算
出
さ

れ
た
低
減
係
数
を
乗
じ
る
。

こ
こ
で
、
Ｈ
は
当
該
階
の
階
高
（

ｍ
）
と
す
る
。

 

 

表
２
 
低
減
係
数

の
種
類
 

(い
)該

当
条

文
 

(ろ
)低

減
係
数
を
乗
じ
る
値

 
(は

)低
減
係
数
の

算
定
式
 

告
示
第

69
0
号
第
２
第
２
号

 
表
に
掲
げ
る
低
減
係
数

 
3.
2／

Ｈ
 

告
示
第

69
1
号
第
２
号

ハ
 

最
大
耐
力
壁
線
間
距
離

 
1-
0.
1
×
(Ｈ

-3
.2
) 
 

告
示
第

69
1
号
第
２
号
ニ

 
耐
力
壁
線
の
長
さ
に
対
す
る
当
該

耐
力
壁
線
の
相
互
の
間
隔
の
比

 

1-
0.
15
×
(
Ｈ
-3
.2
) 
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ま
た
、
告
示
第

69
1
号
第
３
号
チ
の
表
に
お
い
て
、
小
屋
ば
り
組
が
接
す
る
階
の
側
端
部
分
を
除
い
た

部
分
（
以
下
「

内
壁
部
分
」
と
い
う

。
）
の

必
要
壁
量
に
乗
じ
る
数
値
に
階
高
に
応
じ
た
値
（

(Ｈ
-3
.2
)

×
0.
05
）
を
加
算
す
る
こ
と
と

し
た
。
た
だ

し
、
内
壁
部
分
の
必
要
壁
量
に
乗
じ
る
数
値
及
び
加
算
す
る

数
値
の
合
計
値
が

0.
5
を
超
え
る
場
合
は

0.
5
と
す
る
。

 

  第
３
 

経
過
措

置
 

 

第
１
及
び
第
２
の
木
造
の
建
築
物
に
お
け
る
壁
量
計
算
に
つ
い
て
は
、
改
正
後
の
基
準
の
円
滑
施
行
の
観

点
か
ら
、
告
示
施
行
後
１
年
間
（
令
和
８
年
３
月

31
日
ま
で
）
は
、
地
階
を
除
く
階
数
が
２
以
下
、
高
さ

が
13
ｍ
以
下
及
び
軒
の
高
さ
が
９

ｍ
以
下
で
あ
る
延
べ
面
積
が

30
0
㎡
以
内
に
限
り
、
改
正
後
の
基
準
に

よ
る
こ
と
と
す
る
た
め
の
設
計
の
変
更
に
時
間
を
要
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
当
該
基
準
に
よ
り
難
い
と
認
め

ら
れ
る
場
合
に
改
正
前
の
基
準
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
経
過
措
置
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。
本
経
過

措
置
の
適
用
上
の
留
意
点
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

 ①
 
審
査
内
容
 

経
過
措
置
を
適
用
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
壁
量
に
つ
い
て
改
正
前
の
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ

と
の
審
査
が
な
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

 

 ②
 
壁
量
計
算
 

経
過
措
置
を
適
用
し
て
改
正
前
の
基
準
に
よ
り
壁
量
の
算
定
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、

第
１
の

１
（
１
）
等
を
適
用
し
な
い
こ
と
と
な

る
た
め
、
準
耐
力
壁
等
の
算
入
は
不
可
で
あ
る
。

 

 ③
 
様
式
の
記
載
事
項
 

建
築
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和

25
年
建
設
省
令
第

40
号
）
を
改
正
し
、
別
記
第
２
号
様
式
の
確

認
申
請
書
（
第
三
面

18
.）

と
別
記
第
３
号
様
式
の
建
築
計
画
概
要
書
（
第
二
面

20
.）

に
、
経
過
措

置
の
適
用
の
有
無
の
記
載
欄
を
設
け
て
い
る
。

 

枠
組
壁
工
法
又
は
伝
統
的
構
法
等
に
関
し
、

経
過
措
置
の
適
用
に
あ
た
っ
て
は

、「
イ
.適

用
の
有

無
」
の
欄
で
「
有
」、
「
ロ
.適

用
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
区
分
」
の
欄

で
「

そ
の
他
」
を
選
択
し

た
う

え
で
、「

そ
の
他
必
要
な
事
項
」
の
欄

に
該
当
す
る

告
示
番
号
等
を
記
載
す
る
。

 

 ④
 
提
出
図
書
 

建
築
確
認
及
び
検
査
に
お
い
て
は
、「

改
正
後
の
基
準
に
よ
り
難
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合

」
に
該
当

す
る
こ
と
を
示
す
た
め
の

図
書
の
提
出
は
必
要
な
い
。

 

 ⑤
 
建
築
主
等
へ
の
説
明

 

経
過
措
置
の
適
用

に
あ
た
っ
て
は
、
建
築
士
は
建
築
主
等
に
対
し
て
経
過
措
置
を
適
用
す
る
こ
と

及
び
そ
の
理
由
並
び
に
設
計
に
よ
っ
て
は
令
和
８
年
４
月
１
日
以
降
に
既
存
不
適
格
と
な
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
説
明
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
 


四角形
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第
４
 

無
筋
コ

ン
ク

リ
ー
ト

の
基

礎
の
廃

止
（

平
成

1
2
年

建
設
省

告
示

第
13

47
号

関
係

）
 

 

「
建
築
物
の
基
礎
の
構
造
方
法
及
び
構
造
計
算
の
基
準
を
定
め
る
件
」（
平
成

1
2
年
建
設
省
告
示
第

13
47

号
）
の
一
部
を
改
正
し
た
。

 

具
体
的
に
は
、
改
正
前
の

規
定
で
は
著
し
い
不
同
沈
下
等
の
生
ず
る
お
そ
れ
の
な
い
強
固
の
地
盤
に
お
い

て
は
、
無
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
基
礎
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
地
盤
の
種
別
に
関
わ

ら
ず
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
基
礎
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。

 

  第
５

 
レ

デ
ィ

ー
ミ

ク
ス

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

J
IS

の
見

直
し

（
平

成
12

年
建

設
省

告
示

第
1
44

6
号

関
係

）
 

 

「
建
築
物
の
基
礎
、
主
要
構
造
部
等
に
使
用
す
る
建
築
材
料
並
び
に
こ
れ
ら
の
建
築
材
料
が
適
合
す
べ
き

日
本
産
業
規
格
又
は
日
本
農
林
規
格
及
び
品
質
に
関
す
る
技
術
的
基
準
を
定
め
る
件

」（
平
成

12
年
建

設
省

告
示
第

14
46

号
）
の
一
部
を
改
正
し
た
。

 

具
体
的
に
は
、
指
定
建
築
材
料
で
あ
る
レ
デ

ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
が
適
合
す
べ
き
日
本
産
業
規

格
を
「

JI
S 
A5
30
8（

レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ

ン
ク
リ
ー
ト
）
-2
01
9」

か
ら
、「

JI
S 
A5
30
8（

レ
デ
ィ

ー
ミ

ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）

-
20
24
」
に
改
め
た
。
 

な
お
、
本
改
正
は
公
布
日
（
令
和
６
年
７
月
９
日
）
施
行
で
あ
る

。
 

  第
６
 

地
盤
調

査
方

法
の
見

直
し

（
平
成

13
年
国
土
交

通
省

告
示
第

11
13

号
関
係

）
 

 

「
地

盤
の

許
容

応
力

度
及

び
基

礎
ぐ

い
の

許
容

支
持

力
を

求
め

る
た

め
の

地
盤

調
査

の
方

法
並

び
に

そ

の
結

果
に

基
づ

き
地

盤
の

許
容

応
力

度
及

び
基

礎
ぐ

い
の

許
容

支
持

力
を

定
め

る
方

法
等

を
定

め
る

件
」

（
平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示
第

11
13

号
）
の
一
部
を
改
正
し
た
。

 

具
体
的
に
は
、
同
告
示
第
１
に
定
め
る
地
盤
調
査
の
方
法
に
「
動
的
貫
入
試
験
」
を
位
置
づ
け
、
標
準
貫

入
試
験
に
つ
い
て
は
「
動
的
貫
入
試
験
」
に
含
め
る
も
の
と
し
た
。

 

ま
た
、
同
告
示
第
２
に
定
め
る
「
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
式
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
試
験
」
の
名
称
に
つ
い
て
は

、
当

該
試
験
方
法
の

JI
S 

A1
22
1
（
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
式
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
試
験
方
法
）

-2
01
3
が
、
JI
S 

A1
22
1

（
ス
ク
リ

ュ
ー

ウ
エ
イ

ト
貫
入
試
験

方
法

）
-2
02
0

に
置
き
換

え
ら

れ
た
こ

と
に
伴
い
、
「
ス

ク
リ
ュ

ー
ウ

エ
イ
ト
貫
入
試
験
」
に
改
め
た
。

 

な
お
、
本
改
正
は
公
布
日
（
令
和
６
年
７
月
９
日
）
施
行
で
あ
る

。
 

  第
７
 

ア
ル
ミ

ニ
ウ

ム
合
金

造
の

基
準
の

見
直

し
 

（
平
成

14
年

国
土

交
通
省
告

示
第

41
0
号
及

び
平
成

13
年
国

土
交
通

省
告

示
第

10
24

号
関
係

）
 

 

「
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
合

金
造

の
建

築
物

又
は

建
築

物
の

構
造

部
分

の
構

造
方

法
に

関
す

る
安

全
上

必
要

な

技
術
的
基
準
を
定
め
る
件
」（

平
成

14
年
国
土
交
通
省
告
示
第

41
0
号
。
以
下
「
告
示
第

41
0
号
」

と
い
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う
。
）
及
び
「
特
殊
な
許
容
応
力
度
及
び
特
殊
な
材
料
強
度
を
定
め
る
件
」（

平
成

13
年
国
土
交
通
省
告
示

第
10
24

号
。
以
下
「
告
示
第

10
24

号
」
と
い
う
。）

の
一
部
を
以
下
の
と
お
り
改
正
し
た
。

 

 １
 
延
べ
面
積
を

20
0
㎡
超
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
方
法
の
追
加

 

 （
１
）

高
さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
の
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
の
建
築
物

 

（
告
示
第

41
0
号
第

１
第
２
号
イ
(２

)関
係
）

 

ア
ル
ミ
ニ

ウ
ム
合
金
造
の
建
築
物

で
あ
っ
て
、
地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
下
及
び
高
さ
が

16
ｍ
以
下

、

か
つ
、
高
さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超

の
も
の
に
つ
い
て
、
延
べ
面
積
を

20
0
㎡
超
と

す
る

こ
と
が
で
き
る
構
造
方
法
の
要
件
を

新
た
に
規
定
し

た
。
 

新
た
な
規

定
に
お
い
て

、
許
容
応
力
度
計
算
に

は
標
準
せ
ん
断
力
係
数
を

0.
3
以
上
等
と
し
た

地
震

力
を
用
い
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
各
階
の
層
間
変
形
角

の
計
算
に
は
標
準
せ
ん
断
力
係
数

を
0
.2

以

上
と
し
た
地
震
力
を
用
い
る
こ
と
し
た

。
ま
た
、
層
間
変
形
角
の
計
算
に
あ
た
っ
て
は

、
地
震
力

に
よ

る
構

造
耐

力
上

主
要

な
部

分
の

変
形

に
よ

っ
て

建
築

物
の

部
分

に
著

し
い

損
傷

が
生

ず
る

お
そ

れ
の

な
い
場
合
に
あ
っ
て
も

、
層
間
変
形
角
は

1/
12
0
以
内
で
は
な
く

1/
20
0
以
内
と
す
る

必
要
が
あ

る
。
 

 （
２
）

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
と
木
造
そ
の
他
の
構
造
と
を
併
用
す
る
建
築
物

 

（
告
示
第

41
0
号
第

１
第
２
号
ロ
関
係
）
 

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

造
と

木
造

そ
の

他
の

構
造

と
を

併
用

す
る

建
築

物
に

つ
い

て
、

延
べ

面
積

を

20
0
㎡
超
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
方
法
の
要
件
を

新
た
に
規
定
し
た
。

 

 （
３
）

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
の
カ
ー
ポ
ー
ト
等

（
告
示
第

41
0
号
第
１
第
４
号

関
係
）
 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
の
カ
ー
ポ
ー
ト
等
に

つ
い

て
、
延
べ
面
積
を

20
0
㎡
と
す
る
こ
と
が
で

き
る

構
造
方
法
の
要
件
を
新
た
に

規
定
し
た
。
 

 ２
 
柱
の
脚
部
に
関
す
る
基
準
の
見
直
し

（
告
示
第

41
0
号
第
４
及
び
第

10
関
係
）

 

露
出
形
式
柱
脚
に
お
い
て
、
改
正
前
の
規
定
で
は
保
有
水
平
耐
力
計
算
を
行
う
場
合
に

所
定
の
戻

り
止

め
を
施
す
こ
と
及
び
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の

基
礎
に
対
す
る

定
着
を
所
定
の
構
造
と
す
る

こ
と
（
以
下
「
戻

り
止

め
の
対

応
等
」

と
い
う

。
）

を
求

め
な
い

こ
と
と

し
て

い
た

が
、
保

有
水
平

耐
力

計
算

を
行
う

場
合

に
お
い
て
も
戻
り
止
め
の
対
応
等
を
求
め
る
こ
と
と
し
た
。

 

ま
た
、
根
巻
き
形
式
柱
脚

に
お
い
て
、
改
正
前
の
規

定
で

は
保
有
水
平
耐
力
計
算

を
行
う
場
合
に
根
巻

き
部
分
の
高
さ
及
び
主
筋
を
所
定
の
構
造
と
す
る

こ
と
（
以
下
「
根
巻
き
部
分

の
構
造
等
」
と
い
う
。）

を

求
め
な
い
こ
と
と
し
て
い
た
が

、
許
容
応
力
度
計
算
に
お
い
て
も
根
巻
き
部
分
の
構
造

等
を
求
め
な

い
こ

と
と
し
た
。
 

 ３
 
斜
材
に
採
用
で
き
る
材
料
の
追
加

（
告
示
第

41
0
号
第
６
関
係
）
 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
造
の
斜
材
に
採
用
で
き
る
材
料
と
し
て
、
形
鋼
、
棒
鋼
そ

の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る

形
状
の
鋼
材
を
追
加
し
た
。

 

 



1
0
 

４
 
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
材
の
基
準
強
度
の
追
加

（
告
示
第

10
24

号
第
３
第
７

号
関
係
）
 

JI
S 

H4
00
0-
19
99

に
定
め
る

A6
06
1-

T6
及
び

A6
06
1-
T6
51

に
対
応
す
る
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
材
の

板
材
の
基
準
強
度
を
追
加
し
た
。

 

ま
た
、
JI
S 
H4
08
0-
19
78

、
JI
S 
H4
08
0-
19
99

又
は

JI
S 
H4
10
0-
19
99

に
定
め
る

A6
N0
1-
T5

に
対
応

す
る
押
出
し
材
の
基
準
強
度

に
つ
い
て
、
改
正
前
の
規
定
で

は
厚
さ
に
よ
ら
ず
一
律
の
値

と
し
て
い

た
が
、

厚
さ
を
２
つ
の

区
分
に
分
け

て
値
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

 

  第
８
 

構
造
計

算
ル

ー
ト
１

を
適

用
可
能

な
建

築
物

に
関
す

る
基
準

の
見

直
し

 

（
平
成

19
年

国
土

交
通
省
告

示
第

59
3
号
、
平

成
1
9年

国
土

交
通
省

告
示

第
12
7
4
号

及
び
平

成
2
7年

国
土
交

通
省
告

示
第

18
9号

関
係

）
 

 

「
建
築
基
準
法
施
行
令
第

36
条
の
２
第
５
号
の
国
土
交
通
大
臣
が
指
定
す
る
建
築
物
を
定
め
る
件
」（

平

成
19

年
国
土
交
通
省
告
示
第

59
3
号
。
以
下
「
告
示
第

59
3
号
」
と
い
う
。）
、「

許
容
応
力
度
等
計
算
と
同

等
以
上
に
安
全
性
を
確
か
め
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
計
算
の
基
準
を
定
め
る
件
」（

平
成

19
年
国
土
交

通
省

告
示
第

12
74

号
。
以
下

「
告
示
第

12
74

号
」
と

い
う
。
）
及
び
「
建
築
物
の
張
り
間
方
向
又
は
桁
行
方
向

の
規

模
又

は
構

造
に

基
づ

く
保

有
水

平
耐

力
計

算
と

同
等

以
上

に
安

全
性

を
確

か
め

る
こ

と
が

で
き

る
構

造
計
算
の
基
準
を
定
め
る
件
」（

平
成

27
年
国
土
交
通
省
告
示
第

18
9
号
。
以
下
「
告
示
第

18
9
号
」
と
い

う
。
）
の
一
部
を
以
下
の
と
お
り
改
正
し
た
。

 

 １
 
構
造
計
算
ル
ー
ト
１
を
適
用

可
能
な
建
築
物
の
追
加

 

 （
１
）
高
さ
が

13
ｍ
超
又
は

軒
の
高
さ
が
９
ｍ
超
の
鉄
骨
造
の
建
築
物
（
告
示
第

59
3
号
第
１
号
ハ
関

係
）

 

鉄
骨
造
の
建
築
物
で
あ
っ
て
、
地
階
を

除
く
階
数
が
３
以
下
及
び
高
さ
が

16
ｍ
以
下
、
か
つ
、
高
さ

が
13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
の
も
の
に
つ
い
て

、
構
造
計
算
ル
ー
ト
１

を
適
用
可
能
な
建

築
物

の
要
件
を
新
た
に
規
定
し
た

。
 

新
た
な
規
定
に
お
い
て
、
許
容
応
力
度
計
算
に
は
標
準
せ
ん
断
力
係
数
を

0.
3
以
上
等
と
し
た

地
震

力
を
用
い
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
各
階
の
層
間
変
形
角
の
計
算
に
は
標
準
せ
ん
断
力
係
数
を

0
.2

以

上
と
し
た
地
震
力
を
用
い
る
こ
と
し
た
。
ま
た
、
層
間
変
形
角
の
計
算
に
あ
た
っ
て
は

、
地
震
力

に
よ

る
構

造
耐

力
上

主
要

な
部

分
の

変
形

に
よ

っ
て

建
築

物
の

部
分

に
著

し
い

損
傷

が
生

ず
る

お
そ

れ
の

な
い
場
合
に
あ
っ
て
も
、
層
間
変
形
角
は

1/
12
0
以
内
で
は
な
く

1/
20
0
以
内
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

ま
た
、
告

示
第

59
3
号
第
１
号
ハ
（
２

）（
ⅰ
）
に
示

す
筋
か
い
に
構
造
耐
力
上
支
障
の
あ
る
急
激
な

耐
力

の
低

下
を

生
ず

る
お

そ
れ

の
な

い
こ

と
を

確
か

め
る

特
別

な
調

査
又

は
研

究
の

結
果

並
び

に
同

号
ハ
（
４
）
及
び
（
５
）
に
示
す
鋼
材
の
断
面
に

構
造
耐
力
上
支
障
の
あ
る
局
部
座
屈
を
生
じ
な
い
こ

と
を
確
か
め
る
特
別
な
調
査
又
は
研
究
の
結
果

は
、
原
則
と
し
て
第
三
者
に
よ
る
評
価
等
に
よ
っ
て
確

か
め
ら
れ
た
特
別
な
調
査
又
は
研
究
の
結
果
を
用
い
る
も
の
と
す
る
。

 

 
 



1
1

 

（
２
）

高
さ
が

13
ｍ
超

又
は
軒
の

高
さ

が
９
ｍ

超
の
鉄
骨
造

と
木

造
そ
の

他
の
構
造
と

を
併

用
す
る

建
築

物
（
告
示
第

59
3
号
第

５
号
関
係
）
 

木
造
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
又
は
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
の
う
ち

一
の
構
造
と
鉄
骨
造

と
を

併
用
す
る
建
築
物
で
あ
っ
て
、
地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
下
及
び
高
さ
が

16
ｍ
以
下
、
か
つ
、
高

さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
の
も
の
に
つ
い

て
、
構
造
計
算
ル
ー
ト
１

を
適
用
可
能
な
建
築

物
の

要
件
を
新
た
に
規
定
し
た

。
 

 （
３
）

高
さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
の
薄
板
軽
量
形
鋼
造
の
建
築
物

 

（
告
示
第

59
3
号
第

１
号
関
係
）
 

鉄
骨
造
の
う
ち
薄
板
軽
量
形
鋼
造
の
建
築
物

で
あ
っ
て
、
地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
下
及
び
高
さ
が

16
ｍ
以
下
、
か
つ
、
高
さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
の
も
の
に
つ
い
て

、
い
わ
ゆ
る
構

造
計

算
ル
ー
ト
１
－
１
を
適
用

可
能
な
建
築
物
と
し
て
新
た
に
規
定

し
た
。
 

 （
４
）

組
積
造
等
の
建
築
物

（
告
示
第

59
3
号
第
３
号

関
係
）
 

組
積
造
又
は
補
強
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
造
の
建
築
物
で
あ
っ
て
、
地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
下

、

か
つ
、
高
さ
が

13
ｍ
以
下
及
び
軒
の
高
さ
が

９
ｍ

以
下
の
も
の
に
つ
い
て
、
構
造
計
算
ル
ー
ト
１
を
適

用
可
能
な
建
築
物
と
し

て
新
た
に
規
定
し
た
。
 

 ２
 
幅
厚
比
制
限
の
明
確
化

（
告
示
第

59
3
号
第
１
号

ロ
(6
)及

び
(7
)関

係
）
 

い
わ
ゆ
る
構
造
計
算
ル
ー
ト
１
－
２
に
お
い
て
、
改
正
前
の
規
定
で
は
、
柱
及
び
は
り
に
局
部

座
屈

に
よ

っ
て

構
造

耐
力

上
支

障
の

あ
る

急
激

な
耐

力
の

低
下

を
生

ず
る

お
そ

れ
の

な
い

こ
と

が
確

か
め

れ
ら
れ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
し
て
い
た
が
、
柱
及
び
は
り
に
炭
素
鋼
又
は
ス
テ
ン
レ
ス
鋼

を
用
い
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
幅
厚
比
を
制
限
（
柱

及
び
は
り
に

FA
材
の
断
面
を
使
用
す
る
こ
と

）
す

る
規
定
を
追
加
し
た
。

 

 ３
 
張
り
間
方
向
と
桁
行
方
向
に
異
な
る
構
造
計
算
を
適
用
す
る
場
合
の
規
定
の
追
加

 

（
告
示
第

12
74

号
第

３
号
及
び
告
示
第

18
9
号
第

４
号
関
係
）
 

鉄
骨
造
の
建
築
物
の
う
ち
、
地
階
を
除

く
階
数
が
３
以
下
及
び
高
さ
が

16
ｍ
以
下
、
か
つ
、
高

さ
が

13
ｍ
超
又
は
軒
の
高
さ
が

９
ｍ
超
で
あ
っ
て
、
延
べ
面
積
が

50
0
㎡
以
内
及
び

柱
相
互
の
間
隔
が

６
ｍ

以
下
の
も
の
に
つ
い
て

、
張
り
間
方
向
又
は
桁
行
方
向
の
い
ず
れ
か

の
方
向

に
構
造
計
算
ル
ー
ト

１
を

、

そ
れ
以
外
の
方
向
に
構
造
計
算
ル
ー
ト
２

又
は
ル
ー
ト
３

を
適
用
可
能
と
し
、
そ
れ
ぞ
れ
ル
ー
ト

２
同

等
又
は
ル
ー
ト
３
同
等
の

構
造
計
算
の
基
準
と
し
て
新
た
に

規
定
し
た
。
 

  第
９
 

耐
震
診

断
の

指
針
に

係
る

軸
組
の

倍
率

の
見
直

し
 

（
平
成

18
年
国
土

交
通
省

告
示

第
18

4
号

関
係

）
 

 

「
木
造

の
建
築

物
の
軸

組
の
構
造

方
法
及

び
設
置

の
基
準
を

定
め
る

件
」（

昭
和

56
年
建
設

省
告
示
第

11
00

号
。
以
下
「
告
示
第

11
00

号
」
と
い
う
。）

の
改
正
を
踏
ま
え
、「

建
築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改



1
2
 

修
の
促
進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
」（

平
成

18
年
国
土
交
通
省
告
示
第

18
4
号
）
の
一
部
を
改

正
し

た
。

 

具
体
的
に
は
、
同
告
示
の
別
添
「
建
築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改
修
の
実
施
に
つ
い
て
技
術
上
の
指
針

と
な
る
べ
き
事
項
」
の
別
表
第
２

(1
5)
に
掲
げ

る
壁
又
は
筋
か
い
を
併
用
し
た
軸
組
に
つ
い
て
、
改
正
前
の

規
定
で
は
倍
率
の
上
限
を

9.
8ｋ

Ｎ
（
告
示
第

11
00

号
に
お
い
て
は
５
倍
相
当
）
と
し
て
い
る
と
こ
ろ

、

上
限
を
引
き
上
げ
、
最
大

13
.7
2
ｋ
Ｎ
（
告
示
第

11
00

号
に
お
い
て
は
７
倍
相
当
）
と
し
た
。

 

  第
10

 
木
造

と
鉄

筋
コ
ン
ク

リ
ー

ト
造
の

構
造

と
を
併

用
す

る
建
築

物
等

の
剛
性

率
規

定
の
合

理
化

 

（
平
成

19
年
国
土

交
通
省

告
示

第
12

74
号
関

係
）

 

 

「
許

容
応

力
度

等
計

算
と

同
等

以
上

に
安

全
性

を
確

か
め

る
こ

と
が

で
き

る
構

造
計

算
の

基
準

を
定

め

る
件

」（
平
成

19
年
国
土
交
通
省
告
示
第

12
74

号
）
の
一
部
を
改
正
し

、
上
層
部
分

を
鉄
骨
造
又
は
木

造
、

下
層

部
分
を
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
又
は
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
と
し
た
建
築
物

に
つ
い
て
、
ル

ー
ト

２
同
等
の
構
造
計
算
の
基
準
を

新
た
に
規
定
し
た
。
 

本
構
造
計
算
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
令
第

82
条
の
６

第
２
号
イ
の
規
定
に
よ
る

建
築
物
全
体
で
の

剛
性

率
が

0.
6
以
上
で
あ
る
こ
と

の
確
認
が
不
要
と
な
る
。

 

  



〇 令和７年４月１日から令和８年３月31日までに工事に着手するものについて、現行（改正前）の壁量基
準等によることができます。

【留意事項】
１．地階を除く階数が２以下、高さが13メートル以下及び軒の高さが９メートル以下である延べ面積が300㎡以内の木造建築物

が対象になります。

２．改正後の基準によることとするための設計の変更に時間を要すること等により、当該基準により難いと認められる場合に適用可能です。
（建築確認・検査においては、改正後の基準により難いと認められる場合に適合することの確認に必要な図書の提出は必要ないこととする）

３．経過措置の対象となるのは、壁量（令第46条。枠組壁工法等(順次追加予定)を含む。）及び柱の小径（令第43条）になります。
経過措置を適用する場合であっても、壁量と柱の小径について現行（改正前）の基準に適合していることの審査がされることになります。

４．確認申請書（第三面18.）と建築計画概要書（第二面20.）に経過措置の適用の有無の記載欄があります。
（施行日前後の記載方法は下記参照）

様式の記載上の留意点構造関係規定等への
適合確認

中間・完了検査申請書の備考欄
に経過措置の適用の有無を記載

確認:審査しない

検査:検査する
⑩

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

確認:審査しない

計画変更:審査する

検査:検査する

⑩’

「その他必要な事項」の欄に
経過措置の適用の有無を記載

確認:審査する

検査:検査する
⑪

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

確認:審査する

検査:検査する
⑫

法施行日（令和7年4月）

確認
申請

確認
済証 着工

計画
変更

確認
済証

完了検査
申請

検査
済証

別紙５



確認申請書（建築物）
（第三面）

【18.建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項等の経過措置の適用】
【ｲ.適用の有無】 ■有 □無
【ﾛ.適用があるときは、その区分】

■建築基準法施行令第４３条第１項及び建築基準法施行令第４６条第４項
□その他

【19.その他必要な事項】
平成13年国土交通省告示第1540号及び第1541号（枠組壁工法）の経過措置の適用有り

確認申請書（建築物）
（第三面）

【18.建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項等の経過措置の適用】
【ｲ.適用の有無】 ■有 □無
【ﾛ.適用があるときは、その区分】

□建築基準法施行令第４３条第１項及び建築基準法施行令第４６条第４項
■その他

1/3

様式の記載上の留意点構造関係規定等への
適合確認法施行日（令和7年4月）

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

確認:審査する

検査:検査する
⑫

確認
申請

確認
済証

着工

完了
検査
申請

検査
済証

・経過措置を適用しない場合は
「無」にチェック

・令第43条（壁量）又は
令第46条（柱の小径）のいずれかのみの
経過措置の適用は不可

・適用区分の記載欄（18.ロ）の
「その他」には枠組壁工法等(順次追加予定)
が該当

・その他の経過措置を適用する場合は、
該当する告示番号等を記載

<記載例①：
木造軸組>

<記載例②：
枠組壁工法>

別紙５



2/3

様式の記載上の留意点構造関係規定等への
適合確認法施行日（令和7年4月）

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

確認:審査しない

計画変更:審査する

検査:検査する

⑩’
確認
申請

確認
済証 着工

計画
変更

確認
済証

完了
検査
申請

検査
済証

計画変更確認申請書（建築物）
（第三面）

【18.建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項等の経過措置の適用】
【ｲ.適用の有無】 ■有 □無
【ﾛ.適用があるときは、その区分】

■建築基準法施行令第４３条第１項及び建築基準法施行令第４６条第４項
□その他

【19.その他必要な事項】
平成13年国土交通省告示第1540号及び第1541号（枠組壁工法）の経過措置の適用有り

計画変更確認申請書（建築物）
（第三面）

【18.建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項等の経過措置の適用】
【ｲ.適用の有無】 ■有 □無
【ﾛ.適用があるときは、その区分】

□建築基準法施行令第４３条第１項及び建築基準法施行令第４６条第４項
■その他

・経過措置を適用しない場合は
「無」にチェック

・令第43条（壁量）又は
令第46条（柱の小径）のいずれかのみの
経過措置の適用は不可

・適用区分の記載欄（18.ロ）の
「その他」には枠組壁工法等(順次追加予定)
が該当

・その他の経過措置を適用する場合は、
該当する告示番号等を記載

<記載例①：
木造軸組>

<記載例②：
枠組壁工法>

別紙５



様式の記載上の留意点構造関係規定等への
適合確認法施行日（令和7年4月）

中間・完了検査申請書の
備考欄に経過措置の
適用の有無を記載

確認:審査しない

検査:検査する
⑩

3/3

確認
申請

確認
済証

着工

完了
検査
申請

検査
済証

「その他必要な事項」の欄に
経過措置の適用の有無を記載

確認:審査する

検査:検査する
⑪

完了検査申請書
（第三面）

申請する工事の概要

【11.備考】
建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項の経過措置の適用有り

<記載例>
・経過措置を適用しない場合は、
「経過措置の適用無し」と記載

・枠組壁工法等、その他の経過措置を
適用する場合は、該当する告示番号等を
記載

確認申請書（建築物）
（第三面）

建築物及びその敷地に関する事項

【18.その他必要な事項】
建築基準法施行令第４３条第１項及び第４６条第４項の経過措置の適用有り

<記載例>

確認
申請

確認
済証

着工

完了
検査
申請

検査
済証

・上記⑩と同様

・あらかじめ施行日後に確認済証を交付する
ことが明らかな場合は、申請時に記載

・申請後（審査期間中）に明らかになった
場合は、申請者が手書きで追記する対応
も考えられる

別紙５



現行の審査時間
（審査省略あり）

[A]

0.74h検査員

1.76ｈ補助員

2.49ｈ合計

改正後の審査時間
（審査省略なし）

[A]＋[B]＋[C]

1.45ｈ

2.99ｈ

4.44ｈ

省エネ審査増加時間構造審査等
の増加時間

[B]

現行審査時間
（審査省略あり）

[A]

割合補正
（仕様:適判=1:9）

[C]

仕様
規定

0.04ｈ0.44ｈ0.67ｈ0.74ｈ

0.08ｈ0.76ｈ1.16ｈ1.76ｈ

0.12ｈ1.20ｈ1.83ｈ2.49ｈ

×1.96

×1.78

＜１件あたりの審査時間＞

※ 見直しに当たっては、異常値（上位5％及び下位５％）を排除した平均値を用いた。
※ 省エネ審査時間については、仕様規定ルートのものと省エネ適判を用いるものがあるため、審査増加時間の補正を行った。
※ 省エネ審査について、仕様規定ルートと省エネ適判ルートの業務量の割合を１:９として計算している。

〇指定確認検査機関に対して、旧４号建築物から新２号建築物となるものについて、①現行の審査時間、②新たに
審査対象となる構造関係規定等の審査の増加時間、③新たに審査対象となる省エネ仕様規定の審査の増加時間
に関するアンケート調査（有効回答109機関）を実施し、現行審査時間に対する審査時間の増加割合を、機関省
令及び指定準則で規定される審査時間に掛け合わせ、改正後の審査時間を算出した。

〇中間検査、完了検査、仮使用認定に係る業務は、「図面と現場との整合確認」、「防火・避難上の審査」を行ってお
り、①構造計算から仕様規定に変わっても業務内容に大きな変化がない、②規模が500㎡から300㎡に変わっても
業務に大きな変化がないと考えられるため、確認検査員の必要人数の算定基準値は見直さない。

年間審査時間（1920h）
÷機関省令の係数（2600）
=0.74h

年間審査時間（1920h）
÷指定準則の係数（770）
=2.49h

＜指定準則の係数（案）＞
年間審査時間（1920h）÷4.44h
=約430

＜機関省令の係数（案）＞
年間審査時間（1920h）÷1.45h
=約1300

別紙６


